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東北 青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県 仙台支店 
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茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、 

神奈川県、新潟県、山梨県、長野県 

調査統計局 

（本店） 

東海 岐阜県、静岡県、愛知県、三重県 名古屋支店 

近畿 滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 大阪支店 

中国 鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県 広島支店 

四国 徳島県、香川県、愛媛県、高知県 高松支店 
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 本稿の内容について、商用目的で転載・複製を行う場合は、予め日本銀行調査統計局までご相談く

ださい。転載・複製を行う場合は、出所を明記してください。 
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Ⅰ．各地域の景気判断の概要 

（１）各地域の景気の総括判断 

各地域の景気の総括判断をみると、「持ち直しのペースが鈍化している」とする地域があ

るなど感染症の影響から引き続き厳しい状態にあるが、多くの地域では「基調としては持ち

直している」または「持ち直しつつある」などとしている。 

▽各地域の景気の総括判断と前回との比較 

 【２１/４月判断】 
前回と

の比較 
【２１/７月判断】 

北海道 

新型コロナウイルス感染症の影響から引

き続き厳しい状態にあり、横ばい圏内の

動きとなっている 
 

新型コロナウイルス感染症の影響から引

き続き厳しい状態にあり、横ばい圏内の

動きとなっている 

東北 

基調としては持ち直しているが、足もと

はサービス消費を中心に新型コロナウイ

ルス感染症再拡大の影響が強まっている

とみられる 
 

サービス消費を中心に引き続き厳しい状

態にあるが、基調としては持ち直してい

る 

北陸 厳しい状態にあるが、持ち直しつつある 
 

一部に下押し圧力が続いているが、総じ

てみると持ち直している 

関東甲信越 

サービス消費を中心に引き続き厳しい状

態にあるが、基調としては持ち直してい

る 
 

サービス消費を中心に引き続き厳しい状

態にあるが、基調としては持ち直してい

る 

東海 
厳しい状態が続く中でも、持ち直してい

る  

厳しい状態が続く中でも、持ち直してい

る 

近畿 

新型コロナウイルス感染症の影響により、

依然として厳しい状態にあるが、全体とし

て持ち直している。もっとも、まん延防止

等重点措置が実施されるもとで、サービス

消費への下押し圧力は強い状態にある 

 

新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、サービス消費などへの下押し圧力は

一部残るものの、全体として持ち直して

いる 

中国 

新型コロナウイルス感染症の影響から、

依然として厳しい状態にあるが、持ち直

しの動きが続いている 
 

持ち直しのペースが鈍化している 

四国 

新型コロナウイルス感染症の影響から一

部に弱い動きもみられるが、全体として

は持ち直しの動きが続いている 
 

新型コロナウイルス感染症の影響から、

持ち直しのペースが鈍化している 

九州・沖縄 
厳しい状態にあるものの、輸出・生産を

中心に持ち直しつつある  

厳しい状態にあるものの、輸出・生産を

中心に持ち直しつつある 

（注）前回との比較の「  」、「  」は、前回判断に比較して景気の改善度合いまたは悪化度合いが
変化したことを示す（例えば、改善度合いの強まりまたは悪化度合いの弱まりは、「  」）。 
なお、前回に比較し景気の改善・悪化度合いが変化しなかった場合は、「  」となる。 
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（２）各地域の需要項目等別の判断 

公共投資 設備投資 個人消費

北海道

高水準で推移している 下げ止まっている 引き続き低い水準となっており、
横ばい圏内の動きとなっている

東北

震災復旧・復興関連工事を中心
に、緩やかに増加している

増加している 財消費が総じてみれば堅調である
一方、サービス消費は引き続き厳
しい状態にあり、持ち直しの動き
が一服している

北陸

弱めの動きとなっているが、出来
高、請負金額ともに高水準を維持
している

持ち直しつつある 一部に下押し圧力が続いており、
持ち直しのペースが鈍化している

関東
甲信越

高水準で推移している 全体として持ち直している 感染症の影響からサービス消費を
中心に下押し圧力の強い状態が続
いている

東海

高めの水準で推移している 横ばい圏内となっている 全体としては持ち直し傾向にある
が、飲食・宿泊サービス等で下押
し圧力の強い状態にある

近畿

増加している 増加している まん延防止等重点措置が実施され
るもとで、サービス消費への強い
下押し圧力は残るものの、持ち直
し基調にある

中国

平成30年７月豪雨の復旧・復興需
要がみられる中で、高水準で推移
している

下げ止まっている サービス消費を中心に下押し圧力
が強まっており、持ち直しが一服
している

四国

増加している 増加している 持ち直しの動きが一服している

九州・
沖縄

高水準で推移している 持ち直しの動きがみられる 持ち直しの動きが一服している
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住宅投資 生産 雇用・所得

緩やかに持ち直している 持ち直している 雇用・所得情勢をみると、労働需
給、雇用者所得ともに弱めの動き
がみられている

北海道

貸家を中心に減少している 増加傾向にある 雇用・所得環境をみると、弱い動
きが続いている

東北

減少している 持ち直している 雇用・所得環境は、弱い動きと
なっている

北陸

横ばい圏内の動きとなっている 増加を続けている 雇用・所得情勢は、弱い動きが続
いている

関東
甲信越

下げ止まっている 増加基調にある 雇用・所得情勢には、弱い動きが
みられている

東海

下げ止まっている 緩やかな増加を続けている 雇用・所得環境をみると、弱い動
きが続いている

近畿

下げ止まっている 持ち直しのペースが鈍化している 雇用・所得環境をみると、労働需
給、雇用者所得ともに弱い動きが
みられている

中国

横ばい圏内の動きとなっている 緩やかに持ち直している 雇用・所得情勢をみると、労働需
給、雇用者所得ともに弱い動きと
なっている

四国

持ち直しの動きがみられている 持ち直している 雇用・所得情勢をみると、労働需
給、雇用者所得ともに弱い動きと
なっている

九州・
沖縄
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東北地域の金融経済概況 

【全体感】 

東北地域の景気は、サービス消費を中心に引き続き厳しい状態にあるが、基調

としては持ち直している。 

最終需要の動向をみると、公共投資は、緩やかに増加している。設備投資は、増

加している。個人消費は、持ち直しの動きが一服している。住宅投資は、減少して

いる。この間、生産は、増加傾向にある。雇用・所得環境をみると、弱い動きが続

いている。消費者物価（除く生鮮食品）は、前年を上回っている。こうした中、企

業の業況感は、製造業を中心に緩やかに改善している。 

【各 論】 

１．需要項目別動向 

公共投資は、震災復旧・復興関連工事を中心に、緩やかに増加している。 

設備投資は、増加している。 

６月短観（東北地区）における 2021 年度の設備投資をみると、一部に案件一巡

から減少計画となっている先がみられるが、2020 年度に計画されていた投資の後

ずれや新型コロナウイルス感染症の影響で先送りされた案件の再開に加え、需要

増加を見込んだ能力増強投資などがみられることから、全体では増加する計画と

なっている。 

個人消費については、財消費が総じてみれば堅調である一方、サービス消費は

引き続き厳しい状態にあり、持ち直しの動きが一服している。 

主要小売業販売額をみると、百貨店やコンビニエンスストアは落ち込んだ状態

が続いている一方、スーパーやドラッグストア、ホームセンターは堅調に推移し

ている。耐久消費財のうち、家電販売額は増加している。乗用車の販売地合いは、

新型車投入効果などから持ち直し基調にあるが、新車登録台数には供給制約の影

響が引き続きみられている。 

この間、サービス消費は、新型コロナウイルス感染症の影響から飲食・宿泊を

中心に引き続き厳しい状態にある。 

住宅投資は、貸家を中心に減少している。 
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２．生産 

生産（鉱工業生産）は、増加傾向にある。 

主要業種別にみると、生産用機械等は増加傾向にある。電子部品・デバイスも、

車載・スマホ向けを中心に緩やかに増加している。輸送機械は、新型車の販売好

調などを受けて底堅く推移しているが、先行きについては、半導体不足に伴う供

給制約の強まりが懸念される。この間、食料品は、低調な動きとなっている。 

３．雇用・所得動向 

雇用・所得環境をみると、弱い動きが続いている。 

労働需給は、求人、求職とも弱めの動きとなっている。この間、雇用者所得は、

前年並みとなっている。 

４．物価 

消費者物価（除く生鮮食品）は、エネルギー価格の上昇などから、前年を上回っ

ている。 

５．企業倒産 

企業倒産は、低水準で推移している。 

６．金融情勢 

預金動向をみると、個人・法人を中心に全体では前年を上回っている。 

貸出動向をみると、個人向け、法人向けの増加を背景に全体でも前年を上回っ

ている。この間、貸出金利は、緩やかながらも低下している。 
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東北地域の金融経済概況（続） 

【企業等の主な声】 
―（）内は報告のあった支店等名、[]内はヒアリング先企業等の業種名、＜＞内は同趣旨の報告のあった支店等名。  

項目名 企業等から聞かれた主な声 

公共 

投資 

・2021 年度の当初予算には、ダム工事など国土強靱化関連工事に加え、秋田港アク

セス道路の整備事業など大規模な案件が複数計上されており、引き続き高水準と

なっている（秋田＜青森＞）。 

・復興庁や地方公共団体の予算は、東日本大震災からの復興関連予算を中心に前年

度から減少している。もっとも、前年度分の繰越等により手持ち工事高は相応に

多いため、今のところ、公共工事出来高は緩やかな増加を続けている（仙台）。 

設備 

投資 

・世界的な半導体需要の高まりを受けた受注の増加から、半導体製造装置向け部品

の製造ラインの増設を進めている（福島[生産用機械]＜仙台＞）。 

・脱炭素社会の実現に向け、自動車の電動化の流れは今後さらに加速するとみてお

り、関連部品の製造ラインを倍増する方針である（仙台[自動車部品]）。 

・スマホや自動車向けの好調が続く中で、人手不足感が強まっているため、人手の

かかっている後工程の自動化投資を実施予定（青森[電子部品・デバイス]）。 

・シェア拡大を企図し新規出店を行う中、生鮮食品等の加工拠点を集約しつつ、処

理能力を高めるため、加工センターの増築を検討（秋田[スーパー]）。 

・お土産需要の先行きが不透明な中、キャッシュアウトを抑制するため、店舗改装

等を見送っている。資金力のある競合他社は、アフターコロナに向けた投資を

行っていると聞くため、差が拡大してしまうことを懸念している（仙台[食料

品]）。 

・ワクチンが普及するまでは観光需要は落ち込んだままとみているため、レンタカ

ーの新車調達は抑制し、保有台数を例年比約▲１割削減している（秋田[物品賃

貸]）。 

個人 

消費等 

・買い替え時期の到来したテレビや大容量・高機能な白物家電の販売が好調に推移

しており、売上は感染症拡大前の水準を大きく上回る状況が続いている（仙台[家

電販売]）。 

・コロナ禍における外出自粛ムードが継続する中、中食・調理需要は依然として根

強く、売上は感染症拡大前の水準を上回って推移している（福島[スーパー]＜仙

台＞）。 

・新型コロナウイルス感染症により外食や旅行等への支出が減少した分を日常の

消費へ振り向けており、母の日などのイベント時には、胡蝶蘭など高価格帯の商

品が良く売れている（秋田[スーパー]＜青森＞）。 

・車載向け半導体不足の影響から一部車種の販売に遅れが生じているものの、受注

は底堅い状況が続いており、乗用車の販売地合いは持ち直し基調を維持している

（仙台[自動車販売]）。 

・2021 年入り後の売上は、新型コロナウイルスの感染状況や公衆衛生上の措置等

のもとで時期による振れはあるものの、感染症拡大前比▲３～４割減で推移して

いる。デリバリーやテイクアウトに取り組んでいるが、競合が多く、売上の下支

え効果は限定的なものにとどまっている（仙台[飲食]）。 

・感染症への警戒感は高く、高齢者の来店客数の減少が続いている。特に夕方以降、

見切り品を求めて食料品フロアに集中していた姿は、感染症が再拡大した４月以 
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個人 

消費等 

降、ほとんどみられなくなった（仙台[百貨店]）。 

・「青森ねぶた祭」期間中の宿泊施設は予約でほぼ満室になっていたが、祭りの２

年連続の中止が決まり、ツアー予約は全てキャンセルとなったほか、個人客から

のキャンセルも相次いでいる（青森[宿泊]＜秋田＞）。 

・外出自粛ムードの継続から、県外客、県内客ともに厳しい状態が続いている。もっ

とも、高齢者のワクチン接種が開始されて以降、高齢者のツアー客の予約が多少

みられ始めている（福島[宿泊]）。 

住宅 

投資 

・持ち家の需要は底堅いものの、先行きはウッドショックにより、納期の遅延や住

宅価格の上昇が深刻化し、販売に陰りが出るのではないかと懸念している（秋田

＜青森、仙台、福島＞）。 

・比較的低価格な分譲戸建て住宅への引き合いは引き続き強いが、足もと、好条件

のまとまった用地の不足感が強く、供給制約となっている（福島＜仙台＞）。 

・コロナ禍の影響により、今春は県外から県内の大学に入学する学生が減ったこと

もあってか、アパートの空室が目立っている。こうした状況を受けて、今後は、

アパートの建主が投資スタンスをより一層慎重化させる可能性がある（青森）。 

生産 

・半導体部品の受注は世界的なデジタル関連需要の増加からデータセンター・スマ

ホ・車載向けが好調であり、既往最高の生産水準にある（福島[電子部品・デバ

イス]）。 

・国内外向けの半導体製造装置関連の受注が積み上がっており、当面は高水準の生

産が継続する見通し（仙台[生産用機械]）。 

・半導体不足による自動車メーカーの減産を受けて、受注が計画比▲３割程度減少

している。７月以降の回復を見込んでいるが、依然として不透明感は強い（秋田

[輸送用機械]）。 

・コロナ禍の影響によりテレワークが浸透する中で、従来から始まっていたペーパ

ーレス化の流れに拍車がかかり、印刷用紙需要の縮小が想定よりも早く進んでい

る（青森[紙・パルプ]）。 

雇用 

・ 

所得 

・自動車や半導体関連の需要好調から、特に製造業経験者は引き合いが強い状況と

なっている。当社でも自動車部品の増産に向けて採用を増やしているが、他社と

の競合から苦戦している（仙台[輸送用機械]）。 

・半導体メーカーの増産に伴う受注増に加え、スマホ・自動車・５Ｇ向け部品の好

調を受け、工場の人手不足感が強まっている。なお、足もとの受注増は、一時的

な在庫積み増しの側面があるとみて、正社員ではなく派遣社員の募集を増やして

対応している（青森[電子部品・デバイス]）。 

・慢性的に若い世代の人手が不足していたが、新型コロナウイルス感染症の影響に

より、昨年末頃から他業種の離職者からの応募が増加しているため、以前と比べ

て採用が行いやすくなっている（秋田[運輸]）。 

・コロナ禍における業績悪化から正社員等の新規採用は見送っているが、雇用調整

助成金を活用することで、既存の従業員の雇用は維持している（福島[宿泊]）。 

・コロナ禍における旅行需要の低迷が続く中、2020 年度に引き続き、夏季賞与の支

給を見送った（福島[宿泊]）。 

・賞与の支給を見送り、役員報酬も減額するなどキャッシュアウトを抑制している

が、業績がさらに悪化した場合、正社員の削減に着手せざるを得ない（仙台[飲

食]）。 
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（図表  １２） 消費者物価指数（除く生鮮食品）

市街地価格指数（全用途平均）

（図表  １３） 企業倒産

（図表  １４） 地域別業況判断ＤＩ

（図表  １５） 国内銀行　預金残高

国内銀行　貸出残高

（　参　考　） 地域割り一覧表

（利用上の留意事項）　

１.　 ]計数は 6月30日 時点。
ただし、（図表14）地域別業況判断ＤＩは、2021年6月短観の結果を反映。

２.　 ]季節調整替え等により、遡及訂正することがあります。

３.　 ]単位未満の数字のみの場合には、マイナス符号は表示されません。

４.　 ]最終ページに地域割りを掲載しています。
　　なお、北陸4県は新潟県を含むベース。

参考計表



（図表　１）

（１）店舗調整後
(前年同期（月）比、％）

北海道 東北 北陸 関東 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄 全国
2018年 ▲ 0.4 ▲ 1.7 0.4 ▲ 0.4 0.4 ▲ 0.3 ▲ 1.2 ▲ 0.9 ▲ 0.9 ▲ 0.5
2019年 ▲ 0.8 ▲ 1.6 ▲ 1.3 ▲ 1.5 ▲ 1.1 ▲ 1.0 ▲ 1.3 ▲ 2.4 ▲ 1.1 ▲ 1.3
2020年 ▲ 4.5 ▲ 1.5 ▲ 3.3 ▲ 6.5 ▲ 3.2 ▲ 11.2 ▲ 4.0 ▲ 3.4 ▲ 8.5 ▲ 6.6

2019/4Q ▲ 3.8 ▲ 3.4 ▲ 3.5 ▲ 3.8 ▲ 3.0 ▲ 4.8 ▲ 4.5 ▲ 5.7 ▲ 5.5 ▲ 4.1
2020/1Q ▲ 4.6 ▲ 1.3 ▲ 3.2 ▲ 3.2 ▲ 1.9 ▲ 7.2 ▲ 2.4 ▲ 2.6 ▲ 5.7 ▲ 4.0

2Q ▲ 7.7 ▲ 3.3 ▲ 8.2 ▲ 14.5 ▲ 8.0 ▲ 21.4 ▲ 10.4 ▲ 9.3 ▲ 18.2 ▲ 14.0
3Q ▲ 4.3 ▲ 3.1 ▲ 4.0 ▲ 7.1 ▲ 4.3 ▲ 11.2 ▲ 4.7 ▲ 2.6 ▲ 9.9 ▲ 7.2
4Q ▲ 1.5 1.6 1.7 ▲ 1.6 1.1 ▲ 5.4 1.0 0.6 ▲ 1.1 ▲ 1.6

2021/1Q ▲ 1.8 ▲ 1.7 ▲ 1.0 ▲ 3.3 ▲ 1.1 ▲ 3.6 ▲ 2.0 ▲ 2.9 ▲ 3.9 ▲ 2.9
2020/ 4 ▲ 12.0 ▲ 7.7 ▲ 14.1 ▲ 22.7 ▲ 15.4 ▲ 31.3 ▲ 17.9 ▲ 17.2 ▲ 30.3 ▲ 22.2

5 ▲ 10.6 ▲ 3.3 ▲ 13.0 ▲ 17.8 ▲ 9.0 ▲ 25.3 ▲ 12.8 ▲ 11.0 ▲ 20.3 ▲ 16.8
6 ▲ 0.5 0.9 2.2 ▲ 3.7 0.1 ▲ 8.0 ▲ 0.9 ▲ 0.1 ▲ 4.3 ▲ 3.4
7 ▲ 1.1 ▲ 0.7 ▲ 1.0 ▲ 4.7 0.0 ▲ 7.9 ▲ 0.9 0.1 ▲ 6.0 ▲ 4.2
8 ▲ 2.2 ▲ 1.2 ▲ 3.2 ▲ 2.2 ▲ 0.5 ▲ 6.8 ▲ 2.2 0.7 ▲ 6.9 ▲ 3.2
9 ▲ 9.6 ▲ 7.7 ▲ 7.8 ▲ 13.9 ▲ 12.0 ▲ 18.5 ▲ 11.0 ▲ 8.6 ▲ 16.8 ▲ 13.9

10 3.0 4.9 4.4 3.4 5.3 ▲ 1.0 6.0 3.7 3.0 2.9
11 ▲ 3.0 0.8 0.0 ▲ 3.8 ▲ 0.9 ▲ 7.0 0.3 ▲ 0.5 ▲ 2.6 ▲ 3.4
12 ▲ 3.5 ▲ 0.3 1.1 ▲ 3.4 ▲ 0.4 ▲ 7.2 ▲ 2.1 ▲ 1.0 ▲ 2.9 ▲ 3.4

2021/ 1 ▲ 6.4 ▲ 2.0 ▲ 2.3 ▲ 7.2 ▲ 3.8 ▲ 10.9 ▲ 4.2 ▲ 4.5 ▲ 10.5 ▲ 7.2
2 ▲ 3.1 ▲ 3.4 ▲ 2.7 ▲ 5.2 ▲ 3.8 ▲ 4.6 ▲ 4.3 ▲ 5.4 ▲ 6.6 ▲ 4.8
3 4.1 0.0 2.2 1.9 4.1 5.4 2.4 0.6 5.4 2.9
4 7.9 4.2 12.6 15.5 13.2 21.7 14.6 8.9 26.6 15.5
5 3.5 1.5 n.a. 8.4 n.a. 0.3 5.0 4.5 7.9 5.7

（注） 2021/5月、および2021/4月の北陸、東海の計数は速報値。

（２）店舗調整前
(前年同期（月）比、％）

北海道 東北 北陸 関東 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄 全国
2018年 0.7 ▲ 0.3 0.4 0.1 1.2 ▲ 0.6 ▲ 0.4 0.6 ▲ 0.4 0.0
2019年 ▲ 0.4 ▲ 0.9 ▲ 0.5 ▲ 1.3 ▲ 1.1 ▲ 0.8 ▲ 0.8 ▲ 0.3 ▲ 1.3 ▲ 1.1
2020年 ▲ 4.0 ▲ 1.2 ▲ 1.1 ▲ 4.7 ▲ 2.0 ▲ 11.0 ▲ 4.6 ▲ 1.7 ▲ 6.6 ▲ 5.4

2019/4Q ▲ 3.5 ▲ 3.3 ▲ 3.7 ▲ 4.1 ▲ 2.7 ▲ 5.0 ▲ 4.4 ▲ 3.8 ▲ 5.2 ▲ 4.1
2020/1Q ▲ 3.9 ▲ 1.4 ▲ 2.1 ▲ 2.9 ▲ 1.0 ▲ 7.0 ▲ 2.4 ▲ 0.1 ▲ 5.1 ▲ 3.5

2Q ▲ 6.6 ▲ 2.1 ▲ 6.3 ▲ 10.9 ▲ 5.7 ▲ 20.5 ▲ 10.1 ▲ 5.5 ▲ 14.3 ▲ 11.4
3Q ▲ 4.1 ▲ 2.4 ▲ 1.2 ▲ 5.1 ▲ 3.0 ▲ 11.0 ▲ 5.7 ▲ 0.8 ▲ 7.5 ▲ 5.8
4Q ▲ 1.6 1.1 4.9 ▲ 0.5 1.4 ▲ 5.9 ▲ 0.5 ▲ 0.4 ▲ 0.1 ▲ 1.2

2021/1Q ▲ 1.4 ▲ 1.6 1.5 ▲ 1.5 ▲ 0.8 ▲ 4.3 ▲ 2.7 ▲ 4.1 ▲ 3.1 ▲ 2.1
2020/ 4 ▲ 10.4 ▲ 6.2 ▲ 12.6 ▲ 17.7 ▲ 12.6 ▲ 29.9 ▲ 17.2 ▲ 12.3 ▲ 25.7 ▲ 18.8

5 ▲ 9.2 ▲ 1.8 ▲ 10.1 ▲ 13.2 ▲ 5.7 ▲ 23.9 ▲ 12.4 ▲ 6.6 ▲ 15.6 ▲ 13.5
6 ▲ 0.4 1.6 3.4 ▲ 2.2 0.8 ▲ 7.8 ▲ 1.0 2.0 ▲ 1.9 ▲ 2.3
7 ▲ 1.1 0.2 1.1 ▲ 3.1 0.7 ▲ 7.8 ▲ 2.1 2.4 ▲ 4.1 ▲ 3.2
8 ▲ 1.8 0.2 ▲ 1.2 0.6 1.6 ▲ 6.3 ▲ 3.0 4.0 ▲ 3.8 ▲ 1.2
9 ▲ 9.5 ▲ 7.5 ▲ 3.7 ▲ 12.2 ▲ 10.7 ▲ 18.6 ▲ 11.9 ▲ 8.6 ▲ 14.6 ▲ 12.8

10 3.1 4.7 9.1 5.4 6.1 ▲ 1.2 4.8 3.8 4.9 4.0
11 ▲ 2.6 ▲ 0.1 3.4 ▲ 3.0 ▲ 0.7 ▲ 7.5 ▲ 1.5 ▲ 2.0 ▲ 2.0 ▲ 3.2
12 ▲ 4.0 ▲ 0.7 2.9 ▲ 2.7 ▲ 0.4 ▲ 8.0 ▲ 3.4 ▲ 2.4 ▲ 2.2 ▲ 3.3

2021/ 1 ▲ 5.6 ▲ 1.4 ▲ 0.2 ▲ 4.4 ▲ 2.7 ▲ 11.0 ▲ 6.2 ▲ 4.9 ▲ 8.9 ▲ 5.8
2 ▲ 2.4 ▲ 3.3 0.2 ▲ 2.3 ▲ 3.1 ▲ 4.9 ▲ 3.9 ▲ 6.0 ▲ 5.4 ▲ 3.3
3 4.2 ▲ 0.2 4.5 2.3 3.5 4.0 2.3 ▲ 1.6 5.6 2.8
4 7.8 4.1 14.4 16.2 13.3 20.9 14.6 7.5 27.2 15.7
5 3.7 1.6 n.a. 9.0 n.a. 0.0 5.2 3.2 8.8 6.0

（注） 2021/5月、および2021/4月の北陸、東海の計数は速報値。

（資料） 経済産業省「商業動態統計」
　　　 　中部経済産業局「管内商業動態統計（百貨店・スーパー等　販売額）」

百貨店・スーパー販売額



（図表　２）

(前年同期（月）比、％）
北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州・沖縄 全国

2018年 1.5 0.4 2.2 1.2 2.4 2.1 0.9 2.6 2.0
2019年 2.0 0.9 1.6 0.9 2.6 2.0 1.1 2.0 1.7
2020年 ▲ 2.9 ▲ 3.7 ▲ 4.6 ▲ 5.1 ▲ 5.5 ▲ 3.6 ▲ 4.2 ▲ 3.4 ▲ 4.4

2019/4Q 2.5 1.4 2.1 0.9 2.6 1.7 1.6 2.7 2.0
2020/1Q ▲ 0.1 ▲ 0.8 0.4 ▲ 1.9 ▲ 1.3 ▲ 0.4 ▲ 0.7 0.0 ▲ 0.3

2Q ▲ 5.5 ▲ 6.6 ▲ 8.2 ▲ 9.3 ▲ 10.8 ▲ 8.3 ▲ 8.5 ▲ 8.1 ▲ 8.5
3Q ▲ 2.7 ▲ 4.7 ▲ 5.7 ▲ 6.9 ▲ 6.8 ▲ 4.9 ▲ 4.7 ▲ 4.5 ▲ 5.6
4Q ▲ 3.1 ▲ 2.5 ▲ 4.6 ▲ 1.8 ▲ 2.6 ▲ 0.5 ▲ 2.9 ▲ 1.0 ▲ 3.2

2021/1Q ▲ 2.2 ▲ 1.7 ▲ 3.6 ▲ 3.3 ▲ 2.4 ▲ 1.0 ▲ 2.2 ▲ 1.3 ▲ 2.8
2020/ 4 ▲ 6.5 ▲ 9.7 ▲ 10.3 ▲ 11.4 ▲ 13.1 ▲ 9.9 ▲ 10.8 ▲ 10.8 ▲ 10.7

5 ▲ 7.2 ▲ 8.3 ▲ 9.3 ▲ 10.0 ▲ 11.5 ▲ 10.0 ▲ 10.1 ▲ 9.6 ▲ 9.6
6 ▲ 2.7 ▲ 1.7 ▲ 5.0 ▲ 6.6 ▲ 7.7 ▲ 5.0 ▲ 4.4 ▲ 4.0 ▲ 5.1
7 ▲ 4.9 ▲ 6.9 ▲ 8.3 ▲ 9.2 ▲ 9.3 ▲ 7.0 ▲ 6.4 ▲ 6.0 ▲ 7.9
8 ▲ 3.8 ▲ 5.6 ▲ 5.2 ▲ 6.8 ▲ 7.0 ▲ 5.2 ▲ 5.3 ▲ 4.9 ▲ 5.6
9 0.8 ▲ 1.5 ▲ 3.3 ▲ 4.8 ▲ 4.1 ▲ 2.4 ▲ 2.4 ▲ 2.3 ▲ 3.1

10 ▲ 3.1 ▲ 2.0 ▲ 5.1 0.7 ▲ 1.6 ▲ 1.2 ▲ 4.9 ▲ 3.5 ▲ 3.3
11 ▲ 2.9 ▲ 2.6 ▲ 4.2 ▲ 2.2 ▲ 1.6 1.8 ▲ 0.5 1.6 ▲ 2.4
12 ▲ 3.3 ▲ 2.9 ▲ 4.5 ▲ 4.0 ▲ 4.6 ▲ 2.0 ▲ 3.1 ▲ 1.0 ▲ 3.8

2021/ 1 ▲ 3.6 ▲ 2.4 ▲ 4.6 ▲ 4.9 ▲ 5.5 ▲ 2.9 ▲ 4.1 ▲ 3.8 ▲ 4.4
2 ▲ 6.7 ▲ 4.8 ▲ 7.7 ▲ 6.4 ▲ 5.9 ▲ 4.9 ▲ 5.2 ▲ 5.3 ▲ 6.6
3 3.5 1.8 1.3 1.4 4.2 4.6 2.6 5.2 2.5
4 4.5 6.1 7.5 6.2 9.1 11.5 7.0 13.5 8.2
5 1.9 2.8 5.3 4.0 5.3 8.5 5.4 7.9 5.3

（注） 2021/5月の計数は速報値。

（資料） 経済産業省「商業動態統計」

コンビニエンスストア販売額



（図表　３）

（１）軽自動車を含む
(前年同期（月）比、％）

北海道 東北 北陸 関東甲信越 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄 全国
2018年 ▲ 2.2 ▲ 0.8 1.4 ▲ 0.6 0.0 0.9 1.5 0.6 1.2 0.1
2019年 ▲ 2.8 ▲ 1.5 ▲ 3.7 ▲ 2.3 ▲ 1.9 ▲ 0.9 ▲ 4.0 ▲ 0.1 ▲ 1.9 ▲ 2.0
2020年 ▲ 11.9 ▲ 12.1 ▲ 11.9 ▲ 10.6 ▲ 12.1 ▲ 12.6 ▲ 10.1 ▲ 10.7 ▲ 12.1 ▲ 11.5

2019/4Q ▲ 17.8 ▲ 13.6 ▲ 21.0 ▲ 14.8 ▲ 16.1 ▲ 17.4 ▲ 19.3 ▲ 16.7 ▲ 15.0 ▲ 16.0
2020/1Q ▲ 10.1 ▲ 11.3 ▲ 10.4 ▲ 7.7 ▲ 11.6 ▲ 11.9 ▲ 9.2 ▲ 10.1 ▲ 12.4 ▲ 10.1

2Q ▲ 32.0 ▲ 30.2 ▲ 33.7 ▲ 32.7 ▲ 33.9 ▲ 34.1 ▲ 31.9 ▲ 31.8 ▲ 33.6 ▲ 32.9
3Q ▲ 13.5 ▲ 12.8 ▲ 14.4 ▲ 13.3 ▲ 15.1 ▲ 16.4 ▲ 12.9 ▲ 15.4 ▲ 13.5 ▲ 14.1
4Q 17.8 8.8 16.6 13.8 16.1 17.2 18.0 20.9 16.5 15.3

2021/1Q ▲ 0.7 1.6 0.4 3.6 6.2 6.1 4.1 2.4 6.0 4.2
2020/ 4 ▲ 28.9 ▲ 30.5 ▲ 34.1 ▲ 30.0 ▲ 30.8 ▲ 30.5 ▲ 29.8 ▲ 31.4 ▲ 30.9 ▲ 30.4

5 ▲ 44.1 ▲ 44.1 ▲ 46.1 ▲ 45.6 ▲ 47.7 ▲ 48.8 ▲ 47.2 ▲ 48.7 ▲ 48.0 ▲ 46.7
6 ▲ 24.4 ▲ 17.3 ▲ 22.2 ▲ 23.5 ▲ 24.3 ▲ 24.1 ▲ 19.6 ▲ 16.4 ▲ 23.0 ▲ 22.7
7 ▲ 12.3 ▲ 11.7 ▲ 13.6 ▲ 12.1 ▲ 15.1 ▲ 14.9 ▲ 10.0 ▲ 11.7 ▲ 11.5 ▲ 12.8
8 ▲ 9.9 ▲ 12.9 ▲ 15.8 ▲ 15.7 ▲ 15.3 ▲ 16.4 ▲ 13.5 ▲ 14.0 ▲ 12.7 ▲ 14.8
9 ▲ 17.0 ▲ 13.6 ▲ 14.2 ▲ 12.6 ▲ 14.9 ▲ 17.6 ▲ 14.9 ▲ 19.2 ▲ 15.8 ▲ 14.7

10 33.2 27.3 31.7 29.0 33.4 31.9 31.8 33.7 31.0 30.8
11 13.3 ▲ 1.9 9.0 5.5 6.6 7.9 10.3 14.6 7.6 6.7
12 7.5 3.7 10.7 9.2 11.3 14.0 13.8 16.2 12.8 10.8

2021/ 1 1.9 3.4 ▲ 4.6 6.4 12.7 8.9 8.0 6.7 10.2 7.7
2 ▲ 5.7 ▲ 3.6 ▲ 7.7 ▲ 0.3 0.4 2.3 0.2 2.0 1.9 ▲ 0.1
3 1.0 4.2 7.8 4.8 6.5 7.2 4.5 0.0 6.4 5.3
4 14.3 22.1 40.3 35.4 37.9 31.7 30.5 28.3 26.4 31.6
5 41.0 41.4 51.6 51.3 50.7 55.2 48.5 45.1 50.2 50.0

（２）軽自動車を除く
(前年同期（月）比、％）

北海道 東北 北陸 関東甲信越 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄 全国
2018年 ▲ 3.7 ▲ 1.8 ▲ 0.5 ▲ 2.0 ▲ 1.9 ▲ 1.4 ▲ 0.4 ▲ 2.0 ▲ 0.1 ▲ 1.6
2019年 ▲ 2.6 ▲ 1.8 ▲ 4.3 ▲ 3.1 ▲ 3.0 ▲ 0.6 ▲ 3.6 ▲ 1.2 ▲ 2.3 ▲ 2.5
2020年 ▲ 13.3 ▲ 13.5 ▲ 12.6 ▲ 11.8 ▲ 13.1 ▲ 12.5 ▲ 10.0 ▲ 9.9 ▲ 12.5 ▲ 12.2

2019/4Q ▲ 16.6 ▲ 14.9 ▲ 22.7 ▲ 16.2 ▲ 18.1 ▲ 17.7 ▲ 20.8 ▲ 21.1 ▲ 16.2 ▲ 17.3
2020/1Q ▲ 9.6 ▲ 12.1 ▲ 11.6 ▲ 9.0 ▲ 13.1 ▲ 11.6 ▲ 9.3 ▲ 10.9 ▲ 11.2 ▲ 10.7

2Q ▲ 31.2 ▲ 28.4 ▲ 31.3 ▲ 32.2 ▲ 33.9 ▲ 32.3 ▲ 28.5 ▲ 27.6 ▲ 32.4 ▲ 31.8
3Q ▲ 16.9 ▲ 16.8 ▲ 17.9 ▲ 16.6 ▲ 17.5 ▲ 18.6 ▲ 16.5 ▲ 18.5 ▲ 17.1 ▲ 17.2
4Q 13.9 6.5 16.6 13.5 16.2 18.0 19.3 26.6 16.1 15.1

2021/1Q ▲ 4.7 ▲ 1.4 ▲ 1.3 2.1 4.8 5.0 3.4 ▲ 0.4 1.2 2.2
2020/ 4 ▲ 27.5 ▲ 25.3 ▲ 32.2 ▲ 28.2 ▲ 28.6 ▲ 26.7 ▲ 24.2 ▲ 25.5 ▲ 28.1 ▲ 27.5

5 ▲ 38.4 ▲ 37.7 ▲ 37.6 ▲ 41.2 ▲ 44.6 ▲ 44.6 ▲ 39.8 ▲ 40.4 ▲ 42.3 ▲ 41.8
6 ▲ 28.8 ▲ 23.3 ▲ 25.1 ▲ 27.6 ▲ 28.8 ▲ 26.1 ▲ 21.8 ▲ 17.8 ▲ 27.6 ▲ 26.7
7 ▲ 18.9 ▲ 21.3 ▲ 21.8 ▲ 18.3 ▲ 20.5 ▲ 21.0 ▲ 18.7 ▲ 19.2 ▲ 19.8 ▲ 19.6
8 ▲ 9.9 ▲ 12.1 ▲ 18.0 ▲ 17.9 ▲ 16.2 ▲ 16.2 ▲ 14.3 ▲ 14.9 ▲ 15.9 ▲ 16.1
9 ▲ 19.8 ▲ 15.9 ▲ 14.3 ▲ 14.3 ▲ 15.8 ▲ 18.2 ▲ 16.0 ▲ 20.2 ▲ 15.4 ▲ 15.8

10 31.6 29.1 38.2 31.8 37.2 36.0 36.5 46.6 37.8 34.5
11 9.6 ▲ 4.3 8.1 4.9 7.0 8.0 12.5 20.6 7.3 6.4
12 2.2 ▲ 1.5 6.5 7.0 9.0 12.9 11.5 16.2 7.4 8.0

2021/ 1 0.0 0.5 ▲ 3.0 6.1 14.3 11.5 9.2 8.2 8.9 7.9
2 ▲ 11.4 ▲ 6.6 ▲ 11.8 ▲ 2.4 ▲ 0.5 ▲ 0.1 ▲ 1.4 ▲ 2.9 ▲ 4.2 ▲ 2.7
3 ▲ 2.9 0.9 6.0 2.8 3.0 4.7 3.5 ▲ 4.0 0.5 2.4
4 6.5 11.1 35.2 32.2 34.2 28.8 22.3 20.4 16.9 26.3
5 20.4 20.8 30.2 39.2 38.0 40.8 25.3 24.4 27.0 34.1

（注） 1.登録ナンバー・ベース。
2.全国の計数は、日本銀行ホームページの「金融経済統計月報」に掲載している

乗用車新車登録台数とは、ベースが異なるため一致しない。
3.(1)は普通乗用車（日本自動車販売協会連合会調）と小型乗用車（同）、軽乗用車

（全国軽自動車協会連合会調による軽自動車販売台数）の合計。

（資料） 日本自動車販売協会連合会「自動車登録統計情報」
　　　　 全国軽自動車協会連合会「軽自動車新車販売」

乗用車新車登録台数



（図表　４）

(前年同期（月）比、％）
北海道 東北 北陸 関東甲信越 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄 全国

2018年 ▲ 4.1 ▲ 3.8 ▲ 1.4 ▲ 4.8 3.2 2.6 ▲ 3.8 ▲ 9.7 ▲ 1.2 ▲ 2.3
2019年 ▲ 9.1 ▲ 8.1 5.5 ▲ 4.5 ▲ 1.3 ▲ 3.2 ▲ 0.2 0.7 ▲ 5.8 ▲ 4.0
2020年 ▲ 3.9 ▲ 15.9 ▲ 16.3 ▲ 8.4 ▲ 13.8 ▲ 5.7 ▲ 12.9 ▲ 5.2 ▲ 14.2 ▲ 9.9

2019/4Q ▲ 20.6 ▲ 13.8 ▲ 0.1 ▲ 12.3 ▲ 4.2 ▲ 1.8 ▲ 4.2 ▲ 10.9 ▲ 10.8 ▲ 9.4
2020/1Q ▲ 2.5 ▲ 15.4 ▲ 18.1 ▲ 10.1 ▲ 8.3 ▲ 5.6 ▲ 18.8 ▲ 11.1 ▲ 10.4 ▲ 9.9

2Q ▲ 12.3 ▲ 18.4 ▲ 25.4 ▲ 8.9 ▲ 20.8 ▲ 6.9 ▲ 20.6 ▲ 13.5 ▲ 13.2 ▲ 12.4
3Q 0.1 ▲ 15.8 ▲ 10.7 ▲ 7.0 ▲ 14.2 ▲ 7.4 ▲ 9.2 ▲ 7.2 ▲ 22.3 ▲ 10.1
4Q 1.2 ▲ 13.5 ▲ 10.3 ▲ 7.8 ▲ 11.1 ▲ 2.8 ▲ 3.3 12.0 ▲ 9.9 ▲ 7.0

2021/1Q 8.1 ▲ 4.4 ▲ 9.0 2.6 ▲ 6.6 ▲ 5.7 ▲ 1.7 ▲ 10.6 ▲ 4.3 ▲ 1.6
2020/ 4 ▲ 10.9 ▲ 15.4 ▲ 32.1 ▲ 12.0 10.9 ▲ 15.7 ▲ 24.1 ▲ 9.1 ▲ 21.0 ▲ 12.4

5 ▲ 5.9 ▲ 17.1 ▲ 22.7 ▲ 7.3 ▲ 41.4 ▲ 1.2 ▲ 3.4 ▲ 22.1 ▲ 1.6 ▲ 12.0
6 ▲ 18.4 ▲ 21.9 ▲ 21.2 ▲ 7.1 ▲ 23.6 ▲ 3.0 ▲ 28.7 ▲ 10.0 ▲ 15.6 ▲ 12.8
7 ▲ 16.7 ▲ 16.6 ▲ 14.8 ▲ 6.9 ▲ 10.5 ▲ 8.3 ▲ 15.2 ▲ 2.5 ▲ 25.4 ▲ 11.3
8 17.9 ▲ 15.2 ▲ 3.9 ▲ 6.6 ▲ 17.0 ▲ 9.5 ▲ 7.6 ▲ 2.3 ▲ 19.7 ▲ 9.1
9 0.5 ▲ 15.5 ▲ 12.8 ▲ 7.4 ▲ 15.2 ▲ 4.5 ▲ 4.7 ▲ 16.2 ▲ 21.5 ▲ 9.9

10 3.0 ▲ 13.7 ▲ 21.1 ▲ 10.1 ▲ 8.5 ▲ 2.2 ▲ 15.8 10.9 ▲ 7.4 ▲ 8.3
11 4.6 ▲ 9.5 ▲ 8.9 ▲ 4.2 ▲ 14.7 7.9 17.3 10.5 ▲ 14.6 ▲ 3.7
12 ▲ 4.4 ▲ 17.5 2.4 ▲ 8.8 ▲ 9.9 ▲ 13.2 ▲ 6.8 14.4 ▲ 8.0 ▲ 9.0

2021/ 1 29.3 2.3 ▲ 15.4 3.7 ▲ 13.2 ▲ 10.6 ▲ 5.9 ▲ 10.0 ▲ 10.6 ▲ 3.1
2 ▲ 13.5 ▲ 7.2 ▲ 12.0 ▲ 2.5 ▲ 1.9 ▲ 6.0 4.5 ▲ 7.9 ▲ 3.8 ▲ 3.7
3 12.9 ▲ 6.9 ▲ 2.2 6.1 ▲ 4.4 ▲ 1.3 ▲ 3.5 ▲ 13.2 1.3 1.5
4 17.6 ▲ 0.5 8.2 ▲ 2.4 1.6 31.4 26.3 ▲ 6.0 16.2 7.1
5 10.8 8.3 18.0 11.4 21.8 1.3 20.0 18.4 ▲ 0.2 9.9

（資料） 国土交通省「建築着工統計」

新設住宅着工戸数



 （図表　５）

(前年同期（月）比、％）
北海道 東北 北陸4県 関東甲信 東海 近畿 中国 四国 九州 全国
▲ 5.8 11.6 17.4 ▲ 9.1 13.4 ▲ 6.9 7.1 ▲ 19.6 ▲ 8.1 ▲ 2.7
▲ 6.0 ▲ 25.1 ▲ 11.2 3.6 ▲ 20.4 4.1 ▲ 22.2 1.7 ▲ 7.8 ▲ 6.6

5.5 ▲ 1.3 ▲ 14.2 ▲ 10.7 ▲ 2.7 ▲ 1.4 ▲ 5.4 ▲ 9.1 ▲ 13.7 ▲ 6.9
2019/4Q ▲ 27.2 ▲ 35.2 ▲ 28.3 3.5 ▲ 12.2 3.7 ▲ 26.6 30.2 ▲ 14.0 ▲ 9.6
2020/1Q ▲ 5.5 ▲ 27.6 14.2 5.3 ▲ 22.9 11.6 ▲ 4.9 ▲ 11.2 ▲ 32.3 ▲ 5.6

2Q 37.6 10.2 ▲ 8.1 ▲ 19.7 ▲ 4.9 ▲ 4.8 0.5 ▲ 10.0 ▲ 29.9 ▲ 9.0
3Q ▲ 10.0 ▲ 14.1 ▲ 31.7 ▲ 5.1 ▲ 5.7 ▲ 24.0 3.6 ▲ 8.3 ▲ 21.4 ▲ 12.7
4Q ▲ 25.4 ▲ 2.6 ▲ 1.0 ▲ 24.9 ▲ 7.2 30.5 ▲ 21.1 ▲ 12.0 2.1 ▲ 8.1

2021/1Q 17.5 0.3 ▲ 13.3 9.6 9.5 ▲ 5.5 ▲ 4.4 ▲ 4.9 3.7 3.6
2020/ 4 11.9 7.6 ▲ 13.7 ▲ 5.3 5.3 ▲ 21.3 ▲ 27.3 15.4 ▲ 44.2 ▲ 9.5

5 97.9 49.8 ▲ 10.7 ▲ 18.5 ▲ 5.9 45.9 41.7 ▲ 26.9 ▲ 6.6 4.4
6 24.1 ▲ 13.6 ▲ 0.1 ▲ 33.7 ▲ 12.3 ▲ 24.6 4.9 ▲ 20.3 ▲ 36.5 ▲ 20.1
7 11.0 ▲ 30.0 ▲ 46.1 ▲ 23.9 ▲ 13.6 ▲ 48.3 35.6 ▲ 19.8 ▲ 30.5 ▲ 25.8
8 ▲ 28.3 ▲ 3.9 ▲ 0.5 ▲ 10.4 2.0 0.5 ▲ 29.2 3.7 ▲ 25.7 ▲ 9.9
9 ▲ 27.1 ▲ 9.1 ▲ 37.1 33.1 ▲ 2.0 ▲ 7.7 4.1 ▲ 0.5 ▲ 6.6 2.2

10 ▲ 37.7 ▲ 10.4 ▲ 4.1 15.8 ▲ 22.9 11.5 ▲ 12.6 ▲ 24.2 ▲ 14.0 ▲ 2.8
11 ▲ 35.2 7.2 ▲ 4.7 ▲ 34.8 16.5 32.5 ▲ 29.2 ▲ 25.9 44.9 ▲ 7.7
12 30.2 ▲ 2.8 7.4 ▲ 42.0 ▲ 8.9 45.2 ▲ 22.2 15.0 ▲ 17.6 ▲ 13.2

2021/ 1 238.5 ▲ 16.4 12.7 76.8 ▲ 21.2 ▲ 39.6 ▲ 32.4 1.5 3.5 13.4
2 ▲ 21.7 ▲ 0.6 76.4 ▲ 26.4 24.8 ▲ 12.9 ▲ 24.4 ▲ 5.0 16.1 ▲ 9.2
3 ▲ 15.6 10.1 ▲ 52.7 10.4 21.8 43.0 48.2 ▲ 10.5 ▲ 7.5 8.7
4 ▲ 60.7 ▲ 10.8 ▲ 3.9 17.2 1.2 ▲ 4.3 ▲ 13.3 ▲ 50.6 77.3 3.3
5 ▲ 20.7 ▲ 39.7 30.4 41.0 ▲ 31.6 0.8 33.5 52.8 ▲ 10.7 5.1

（資料） 国土交通省「建築着工統計」

(前年比、％）
北海道 東北 北陸 北関東甲信 首都圏 東海 関西 中国 四国 九州 全国

10.1 ▲ 2.9 3.2 ▲ 6.9 6.5 ▲ 6.5 ▲ 3.8 5.5 2.5 9.8 2.0
製  造 36.5 1.9 ▲ 9.9 ▲ 5.9 9.3 ▲ 3.6 12.1 9.4 0.4 1.6 1.3
非製造 3.9 ▲ 5.0 11.8 ▲ 9.7 5.8 ▲ 13.2 ▲ 11.7 ▲ 0.8 5.1 15.7 2.4

▲ 18.3 1.6 ▲ 4.5 28.0 3.3 2.7 0.2 9.9 8.2 ▲ 1.8 2.4
製  造 8.6 7.3 ▲ 13.2 9.0 25.2 ▲ 0.5 0.5 1.6 11.8 13.1 6.4
非製造 ▲ 26.7 ▲ 7.1 24.3 101.6 ▲ 3.0 17.5 0.0 32.2 0.8 ▲ 10.6 ▲ 0.1

（注）  2020年度の計数は計画値。

（資料） 日本政策投資銀行「地域別設備投資計画調査」

(件）
北海道 東北 北陸 関東甲信越 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄 全国

2017年 26 101 37 306 208 145 51 55 106 1,035
2018年 24 104 42 363 220 171 57 37 124 1,142
2019年 21 100 47 287 239 155 50 40 84 1,023
2020年 21 76 29 262 185 120 35 37 61 826

（注） 1.2020年の計数は速報値。
2.工場立地動向調査では、製造業、電気業（太陽光発電所等を除く）、ガス業、

熱供給業の用に供する工場などを建設する目的で、1千㎡以上の用地を取得した
事業所を調査対象としている。

（資料） 経済産業省「工場立地動向調査」

2020年度

工場立地件数

民間非居住用建築物着工床面積

2018年度
2019年度
2020年度

地域別設備投資額

2019年度



（図表　６）

(前年同期（月）比、％）
北海道 東北 北陸 関東甲信越 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄 全国
▲ 2.9 ▲ 2.7 13.8 1.5 9.3 ▲ 1.1 9.6 0.9 ▲ 3.0 1.1

11.5 ▲ 3.0 16.9 1.4 13.4 17.9 18.9 16.2 5.8 6.8
2.7 12.5 0.8 ▲ 0.3 ▲ 1.9 6.2 ▲ 4.6 ▲ 1.0 2.6 2.3

2019/4Q 11.1 6.3 2.9 ▲ 12.1 2.3 39.6 11.5 17.7 10.7 4.4
2020/1Q ▲ 4.0 ▲ 3.3 4.4 4.7 21.2 24.6 3.7 ▲ 0.1 17.3 7.1

2Q 11.0 9.3 8.1 ▲ 5.5 ▲ 4.9 18.0 ▲ 0.1 ▲ 3.8 12.7 3.4
3Q ▲ 7.6 24.5 ▲ 7.8 5.2 4.4 19.3 2.9 14.0 1.8 7.5
4Q ▲ 11.6 16.2 ▲ 8.9 1.7 ▲ 7.5 ▲ 13.0 ▲ 16.5 ▲ 15.3 ▲ 7.7 ▲ 3.4

2021/1Q 4.2 ▲ 1.4 ▲ 5.1 ▲ 1.3 0.7 ▲ 2.4 ▲ 8.0 ▲ 2.4 1.8 ▲ 1.1
2020/ 4 33.7 16.9 4.5 ▲ 15.4 ▲ 23.5 45.0 20.1 3.0 4.9 3.2

5 ▲ 15.7 ▲ 2.3 ▲ 7.2 ▲ 12.1 26.7 ▲ 14.7 ▲ 25.0 ▲ 15.3 11.4 ▲ 6.4
6 18.2 10.5 60.9 14.6 5.3 9.0 ▲ 4.8 ▲ 1.2 25.0 13.2
7 ▲ 18.6 ▲ 9.1 ▲ 9.2 ▲ 3.2 2.5 3.9 ▲ 12.0 ▲ 3.8 2.9 ▲ 4.1
8 ▲ 1.2 41.7 ▲ 9.4 21.4 4.1 3.7 11.9 6.5 ▲ 2.2 13.2
9 13.1 54.6 ▲ 4.6 1.3 6.6 50.5 14.5 38.9 4.1 17.1

10 ▲ 20.5 43.1 ▲ 4.1 15.2 ▲ 16.5 ▲ 17.6 ▲ 17.9 ▲ 14.7 ▲ 19.8 ▲ 0.4
11 ▲ 18.3 21.8 ▲ 20.4 ▲ 3.2 ▲ 5.8 ▲ 27.6 10.3 ▲ 15.2 ▲ 0.3 ▲ 3.3
12 37.5 ▲ 29.7 ▲ 4.4 ▲ 13.3 7.5 16.5 ▲ 37.0 ▲ 16.3 5.2 ▲ 8.6

2021/ 1 ▲ 13.4 15.3 3.4 16.3 ▲ 18.3 ▲ 26.8 ▲ 9.1 ▲ 33.2 ▲ 3.4 ▲ 1.4
2 ▲ 27.2 ▲ 20.8 ▲ 34.7 ▲ 11.8 0.7 13.3 ▲ 19.1 8.1 10.6 ▲ 7.3
3 12.2 3.0 15.6 ▲ 3.6 10.3 4.5 ▲ 2.1 7.9 0.6 1.9
4 ▲ 2.7 ▲ 23.3 ▲ 35.4 ▲ 0.4 ▲ 7.4 ▲ 13.2 ▲ 9.8 20.4 ▲ 0.6 ▲ 9.2
5 6.2 ▲ 6.9 23.5 ▲ 0.6 5.6 18.9 2.4 19.1 18.1 6.3

（資料） 北海道建設業信用保証、東日本建設業保証、西日本建設業保証「公共工事前払金保証統計」

公共工事請負金額

2018年度
2019年度
2020年度



（図表　７）

（１）季節調整済
(前期（月）比、％）

北海道 東北 北陸 関東 東海 近畿 中国 四国 九州 全国
2018年 ▲ 2.3 ▲ 0.4 ▲ 1.1 1.0 1.8 0.9 1.4 ▲ 0.4 0.9 1.1
2019年 ▲ 4.0 ▲ 3.9 ▲ 4.4 ▲ 3.7 ▲ 1.6 ▲ 4.0 ▲ 0.2 ▲ 0.5 ▲ 2.6 ▲ 3.0
2020年 ▲ 12.5 ▲ 6.6 ▲ 11.1 ▲ 10.7 ▲ 13.1 ▲ 8.5 ▲ 10.4 ▲ 8.3 ▲ 9.2 ▲ 10.4

2019/4Q ▲ 2.5 0.0 ▲ 4.7 ▲ 4.1 ▲ 4.6 ▲ 7.3 ▲ 1.1 ▲ 0.8 ▲ 2.3 ▲ 3.6
2020/1Q ▲ 2.5 1.8 ▲ 1.0 ▲ 0.4 0.9 4.2 ▲ 1.8 0.0 ▲ 3.5 0.0

2Q ▲ 10.0 ▲ 12.3 ▲ 9.7 ▲ 14.8 ▲ 28.3 ▲ 15.0 ▲ 18.8 ▲ 9.0 ▲ 13.1 ▲ 16.8
3Q ▲ 3.2 ▲ 2.3 1.1 6.3 25.8 6.4 14.5 ▲ 2.6 5.9 9.0
4Q 9.2 12.2 4.5 4.9 10.6 4.0 5.2 2.1 9.5 5.7

2021/1Q 4.8 3.6 5.3 3.1 ▲ 2.1 6.2 3.4 2.9 2.1 2.9
2020/ 4 ▲ 4.7 ▲ 2.2 ▲ 3.5 ▲ 8.6 ▲ 16.0 ▲ 9.5 ▲ 15.5 ▲ 7.0 ▲ 10.0 ▲ 10.3

5 ▲ 5.7 ▲ 11.0 ▲ 8.4 ▲ 10.0 ▲ 19.0 ▲ 8.9 ▲ 6.5 ▲ 8.2 ▲ 7.0 ▲ 10.5
6 0.4 ▲ 1.6 ▲ 1.1 5.4 6.3 3.0 7.2 ▲ 5.7 1.1 4.9
7 ▲ 0.8 4.6 2.9 5.0 22.4 7.2 8.6 4.9 2.8 6.9
8 ▲ 1.5 ▲ 7.0 1.9 0.6 5.1 ▲ 0.4 1.4 ▲ 1.8 3.4 2.0
9 0.9 10.0 1.8 2.8 8.0 2.4 6.1 1.8 7.3 3.7

10 7.5 6.6 2.4 2.0 5.6 1.9 1.5 1.3 3.5 2.1
11 1.2 ▲ 0.9 ▲ 1.2 1.3 ▲ 0.6 3.5 ▲ 2.5 ▲ 3.2 1.7 0.7
12 2.0 5.7 3.3 ▲ 0.7 ▲ 4.7 ▲ 4.8 2.6 7.4 ▲ 3.6 ▲ 0.2

2021/ 1 2.1 ▲ 0.1 0.7 3.4 3.2 9.3 4.1 0.7 7.0 3.1
2 0.6 ▲ 1.4 6.0 ▲ 1.5 ▲ 4.7 0.8 ▲ 3.6 ▲ 2.1 ▲ 5.2 ▲ 1.3
3 1.5 3.8 ▲ 3.5 2.1 4.3 ▲ 3.6 2.8 ▲ 0.2 2.4 1.7
4 0.3 0.4 5.8 2.1 5.1 1.3 ▲ 1.1 3.5 2.7 2.9
5 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. ▲ 5.9

（注）1. 年は原指数の前年比。
　　　2. ]2021/5月、および2021/4月の北海道、東北、北陸、関東、中国、四国、九州の計数は速報値。
　　　3. ]2020年の関東、四国、全国の計数は年間補正済み。

（２）原指数
(前年同期（月）比、％）

北海道 東北 北陸 関東 東海 近畿 中国 四国 九州 全国
2018年 ▲ 2.3 ▲ 0.4 ▲ 1.1 1.0 1.8 0.9 1.4 ▲ 0.4 0.9 1.1
2019年 ▲ 4.0 ▲ 3.9 ▲ 4.4 ▲ 3.7 ▲ 1.6 ▲ 4.0 ▲ 0.2 ▲ 0.5 ▲ 2.6 ▲ 3.0
2020年 ▲ 12.5 ▲ 6.6 ▲ 11.1 ▲ 10.7 ▲ 13.1 ▲ 8.5 ▲ 10.4 ▲ 8.3 ▲ 9.2 ▲ 10.4

2019/4Q ▲ 7.9 ▲ 4.9 ▲ 10.7 ▲ 7.6 ▲ 7.1 ▲ 8.6 ▲ 5.5 ▲ 2.2 ▲ 2.9 ▲ 6.8
2020/1Q ▲ 9.0 ▲ 0.2 ▲ 9.3 ▲ 5.2 ▲ 7.0 ▲ 3.2 ▲ 4.4 ▲ 1.7 ▲ 4.6 ▲ 4.7

2Q ▲ 16.4 ▲ 11.4 ▲ 15.8 ▲ 19.1 ▲ 32.4 ▲ 16.7 ▲ 23.4 ▲ 10.0 ▲ 16.4 ▲ 20.3
3Q ▲ 17.3 ▲ 12.6 ▲ 14.2 ▲ 13.9 ▲ 13.3 ▲ 12.9 ▲ 10.1 ▲ 12.4 ▲ 13.3 ▲ 13.0
4Q ▲ 7.1 ▲ 2.1 ▲ 5.4 ▲ 4.9 0.8 ▲ 1.4 ▲ 3.7 ▲ 9.0 ▲ 2.6 ▲ 3.5

2021/1Q ▲ 0.7 0.0 ▲ 0.4 ▲ 2.0 ▲ 1.2 ▲ 0.2 0.4 ▲ 6.8 1.6 ▲ 1.0
2020/ 4 ▲ 13.2 ▲ 4.7 ▲ 10.5 ▲ 15.0 ▲ 24.0 ▲ 11.8 ▲ 22.3 ▲ 3.2 ▲ 13.6 ▲ 15.5

5 ▲ 20.1 ▲ 16.2 ▲ 21.2 ▲ 26.1 ▲ 42.9 ▲ 23.1 ▲ 28.2 ▲ 11.1 ▲ 22.0 ▲ 27.0
6 ▲ 16.1 ▲ 13.1 ▲ 16.2 ▲ 16.7 ▲ 30.6 ▲ 15.2 ▲ 19.9 ▲ 15.4 ▲ 13.9 ▲ 18.4
7 ▲ 17.8 ▲ 14.0 ▲ 17.6 ▲ 15.9 ▲ 19.5 ▲ 14.7 ▲ 14.0 ▲ 12.7 ▲ 16.6 ▲ 15.9
8 ▲ 18.8 ▲ 14.1 ▲ 14.1 ▲ 15.0 ▲ 16.0 ▲ 14.3 ▲ 9.2 ▲ 15.5 ▲ 15.0 ▲ 14.0
9 ▲ 15.4 ▲ 10.0 ▲ 10.7 ▲ 10.7 ▲ 4.5 ▲ 10.0 ▲ 6.6 ▲ 9.4 ▲ 8.7 ▲ 9.1

10 ▲ 7.5 ▲ 2.8 ▲ 8.5 ▲ 4.5 1.0 ▲ 2.2 ▲ 4.1 ▲ 8.3 ▲ 3.1 ▲ 3.4
11 ▲ 9.7 ▲ 4.5 ▲ 5.2 ▲ 5.9 1.1 0.4 ▲ 4.2 ▲ 15.2 ▲ 3.4 ▲ 4.1
12 ▲ 4.2 1.3 ▲ 2.1 ▲ 4.1 0.3 ▲ 2.4 ▲ 2.8 ▲ 3.2 ▲ 1.1 ▲ 2.9

2021/ 1 ▲ 4.3 ▲ 2.8 ▲ 5.3 ▲ 6.9 ▲ 6.6 ▲ 3.9 ▲ 3.7 ▲ 2.4 0.3 ▲ 5.3
2 ▲ 3.1 ▲ 2.4 0.8 ▲ 3.1 ▲ 4.1 0.4 ▲ 1.5 ▲ 6.9 0.0 ▲ 2.0
3 4.9 4.6 2.9 3.4 6.5 2.5 6.0 ▲ 10.4 4.2 3.4
4 8.3 7.2 10.2 12.3 29.2 10.8 21.3 ▲ 2.6 16.0 15.8
5 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. 22.0

（注）1. 2021/5月、および2021/4月の北海道、東北、北陸、関東、中国、四国、九州の計数は速報値。
　　　2. ]2020年の関東、四国、全国の計数は年間補正済み。

（資料） 経済産業省､各経済産業局､中部経済産業局電力･ガス事業北陸支局「鉱工業生産動向」

鉱工業生産指数



（図表　８）

（１）季節調整済
(前期（月）比、％）

北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 全国
2018年 ▲ 2.5 ▲ 0.2 0.1 1.6 1.2 0.9 ▲ 1.0 0.4 0.8
2019年 ▲ 4.8 ▲ 3.5 ▲ 3.5 ▲ 2.3 ▲ 4.4 ▲ 1.3 0.0 ▲ 1.7 ▲ 2.7
2020年 ▲ 12.8 ▲ 6.3 ▲ 10.7 ▲ 13.0 ▲ 8.4 ▲ 11.5 ▲ 8.4 ▲ 10.4 ▲ 10.6

2019/4Q ▲ 1.7 ▲ 0.7 ▲ 4.3 ▲ 4.9 ▲ 4.8 ▲ 1.8 ▲ 2.4 ▲ 1.1 ▲ 3.9
2020/1Q ▲ 3.9 0.7 ▲ 0.5 0.5 1.2 ▲ 3.4 0.3 ▲ 5.3 ▲ 0.5

2Q ▲ 10.5 ▲ 11.1 ▲ 15.7 ▲ 25.4 ▲ 16.1 ▲ 16.6 ▲ 9.5 ▲ 17.4 ▲ 16.9
3Q ▲ 1.4 0.7 7.4 21.6 8.4 10.5 ▲ 1.7 12.1 9.2
4Q 8.7 9.1 5.4 9.2 6.5 7.4 1.9 12.2 5.9

2021/1Q 5.6 1.8 1.9 ▲ 0.3 1.5 2.6 1.1 ▲ 0.1 2.0
2020/ 4 ▲ 5.8 1.0 ▲ 10.7 ▲ 15.1 ▲ 11.4 ▲ 13.1 ▲ 3.5 ▲ 10.5 ▲ 10.3

5 ▲ 3.7 ▲ 12.3 ▲ 9.1 ▲ 18.1 ▲ 10.8 ▲ 5.8 ▲ 10.8 ▲ 10.5 ▲ 9.8
6 ▲ 0.1 ▲ 1.5 7.1 6.4 7.1 6.5 ▲ 1.0 5.3 6.9
7 ▲ 0.3 7.9 4.8 19.2 7.3 5.2 2.8 5.6 5.3
8 0.1 ▲ 5.6 0.7 4.6 ▲ 1.2 2.4 ▲ 0.4 6.7 2.3
9 0.4 7.6 2.1 5.4 3.6 3.7 1.2 5.8 3.8

10 7.9 6.6 3.0 4.5 6.0 5.2 1.4 7.5 2.2
11 0.1 ▲ 3.7 1.1 1.4 0.8 ▲ 1.2 ▲ 2.2 ▲ 1.1 0.9
12 1.3 5.8 ▲ 0.2 ▲ 4.2 ▲ 6.4 ▲ 0.7 3.8 ▲ 2.7 ▲ 0.6

2021/ 1 2.8 0.0 1.9 4.0 6.7 4.7 0.7 4.7 2.9
2 1.8 ▲ 2.2 ▲ 1.2 ▲ 3.8 0.3 ▲ 2.5 ▲ 1.5 ▲ 5.5 ▲ 1.3
3 1.5 2.3 1.8 2.3 ▲ 3.1 1.2 ▲ 0.7 4.1 0.4
4 1.2 0.2 1.7 4.8 3.3 ▲ 1.7 6.0 4.0 3.1
5 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. ▲ 4.7

（注）1. 年は原指数の前年比。
　　　2. ]2021/5月、および2021/4月の北海道、東北、関東、中国、四国、九州の計数は速報値。
　　　3. ]2020年の関東、四国、全国の計数は年間補正済み。

（２）原指数
(前年同期（月）比、％）

北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 全国
2018年 ▲ 2.5 ▲ 0.2 0.1 1.6 1.2 0.9 ▲ 1.0 0.4 0.8
2019年 ▲ 4.8 ▲ 3.5 ▲ 3.5 ▲ 2.3 ▲ 4.4 ▲ 1.3 0.0 ▲ 1.7 ▲ 2.7
2020年 ▲ 12.8 ▲ 6.3 ▲ 10.7 ▲ 13.0 ▲ 8.4 ▲ 11.5 ▲ 8.4 ▲ 10.4 ▲ 10.6

2019/4Q ▲ 7.6 ▲ 5.4 ▲ 7.9 ▲ 8.3 ▲ 9.0 ▲ 5.5 ▲ 2.6 ▲ 2.9 ▲ 6.5
2020/1Q ▲ 9.3 ▲ 1.8 ▲ 4.4 ▲ 7.7 ▲ 2.5 ▲ 6.6 ▲ 0.9 ▲ 5.8 ▲ 5.2

2Q ▲ 17.9 ▲ 11.6 ▲ 19.9 ▲ 30.3 ▲ 16.8 ▲ 22.7 ▲ 10.5 ▲ 22.1 ▲ 20.3
3Q ▲ 16.8 ▲ 10.5 ▲ 14.5 ▲ 13.5 ▲ 12.7 ▲ 13.0 ▲ 13.9 ▲ 13.3 ▲ 13.5
4Q ▲ 7.7 ▲ 1.7 ▲ 4.2 ▲ 0.2 ▲ 1.6 ▲ 4.1 ▲ 8.0 ▲ 1.4 ▲ 3.5

2021/1Q 0.8 ▲ 0.4 ▲ 3.2 ▲ 0.8 ▲ 2.2 0.6 ▲ 8.0 2.8 ▲ 1.4
2020/ 4 ▲ 15.7 ▲ 4.7 ▲ 17.1 ▲ 22.7 ▲ 12.4 ▲ 21.6 ▲ 2.3 ▲ 17.8 ▲ 17.0

5 ▲ 20.9 ▲ 17.0 ▲ 26.8 ▲ 39.7 ▲ 25.5 ▲ 27.4 ▲ 14.7 ▲ 30.3 ▲ 27.5
6 ▲ 17.0 ▲ 12.9 ▲ 16.2 ▲ 28.7 ▲ 12.8 ▲ 19.3 ▲ 14.8 ▲ 18.1 ▲ 16.7
7 ▲ 18.1 ▲ 11.2 ▲ 15.8 ▲ 18.9 ▲ 13.3 ▲ 17.5 ▲ 14.3 ▲ 18.3 ▲ 16.8
8 ▲ 17.6 ▲ 12.3 ▲ 15.3 ▲ 15.4 ▲ 13.8 ▲ 10.9 ▲ 18.0 ▲ 14.2 ▲ 14.3
9 ▲ 14.6 ▲ 8.3 ▲ 12.2 ▲ 6.2 ▲ 11.0 ▲ 9.9 ▲ 9.5 ▲ 7.4 ▲ 9.6

10 ▲ 9.3 ▲ 0.6 ▲ 3.7 ▲ 1.8 ▲ 0.8 ▲ 4.5 ▲ 6.7 ▲ 0.9 ▲ 3.3
11 ▲ 9.4 ▲ 5.5 ▲ 5.7 0.5 0.2 ▲ 2.5 ▲ 13.5 ▲ 2.3 ▲ 4.1
12 ▲ 4.5 1.1 ▲ 3.5 0.5 ▲ 4.3 ▲ 5.2 ▲ 3.5 ▲ 0.9 ▲ 3.2

2021/ 1 ▲ 4.8 ▲ 2.6 ▲ 6.9 ▲ 4.0 ▲ 3.1 ▲ 2.6 ▲ 8.5 ▲ 1.2 ▲ 5.3
2 ▲ 0.2 ▲ 3.1 ▲ 5.4 ▲ 3.4 ▲ 3.5 ▲ 1.9 ▲ 8.0 ▲ 0.5 ▲ 3.2
3 7.3 4.0 2.2 4.3 ▲ 0.3 5.9 ▲ 7.7 9.6 3.4
4 13.4 3.1 13.7 24.8 12.6 17.4 ▲ 1.6 24.6 16.2
5 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. 22.5

（注）1. 2021/5月、および2021/4月の北海道、東北、関東、中国、四国、九州の計数は速報値。
　　　2. ]2020年の関東、四国、全国の計数は年間補正済み。

（資料） 経済産業省、各経済産業局「鉱工業生産動向」

鉱工業出荷指数



（図表　９）

（１）季節調整済
(前期（月）比、％）

北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 全国
2018年 9.7 8.3 1.7 6.5 ▲ 1.7 ▲ 2.5 12.3 9.4 1.7
2019年 2.0 6.8 ▲ 1.2 2.7 3.1 1.1 0.4 ▲ 0.7 1.2
2020年 ▲ 16.4 ▲ 6.3 ▲ 5.8 ▲ 9.4 ▲ 8.8 ▲ 6.2 ▲ 12.6 ▲ 7.6 ▲ 8.4

2019/4Q ▲ 0.2 0.8 ▲ 0.3 1.6 0.7 ▲ 1.3 0.8 ▲ 0.6 0.7
2020/1Q 5.7 5.0 0.0 4.3 0.8 7.8 2.6 1.6 1.1

2Q 1.9 ▲ 0.4 ▲ 2.0 ▲ 9.7 ▲ 3.3 ▲ 12.1 ▲ 1.1 1.1 ▲ 4.1
3Q ▲ 10.2 ▲ 7.7 ▲ 2.8 ▲ 2.8 ▲ 4.3 2.9 ▲ 5.2 ▲ 6.9 ▲ 3.2
4Q ▲ 13.6 ▲ 2.8 ▲ 0.8 ▲ 1.0 ▲ 2.2 ▲ 3.7 ▲ 7.6 ▲ 3.4 ▲ 1.6

2021/1Q 0.2 ▲ 0.8 1.1 3.1 3.1 1.9 4.7 ▲ 0.2 ▲ 1.3
2020/ 4 0.8 0.3 0.1 1.1 ▲ 1.1 ▲ 3.3 0.0 0.7 0.0

5 ▲ 0.4 0.9 ▲ 0.4 ▲ 1.9 1.4 ▲ 4.3 ▲ 1.8 2.4 ▲ 2.4
6 1.5 ▲ 1.7 ▲ 1.7 ▲ 8.9 ▲ 3.6 ▲ 5.0 0.7 ▲ 1.9 ▲ 1.8
7 ▲ 1.0 ▲ 2.2 ▲ 1.4 ▲ 1.6 ▲ 2.9 4.4 ▲ 1.7 ▲ 2.1 ▲ 1.3
8 ▲ 5.4 ▲ 3.0 ▲ 2.0 ▲ 2.0 ▲ 2.2 ▲ 0.8 ▲ 0.7 ▲ 3.2 ▲ 0.9
9 ▲ 4.2 ▲ 2.7 0.5 0.9 0.7 ▲ 0.7 ▲ 2.9 ▲ 1.8 ▲ 1.0

10 ▲ 6.3 ▲ 0.1 ▲ 0.9 ▲ 1.1 ▲ 1.8 ▲ 6.4 ▲ 3.6 ▲ 2.0 ▲ 1.0
11 ▲ 5.5 0.2 0.0 ▲ 1.9 ▲ 1.2 ▲ 5.3 ▲ 0.2 ▲ 1.3 ▲ 1.2
12 ▲ 2.5 ▲ 2.9 0.1 2.1 0.7 8.7 ▲ 3.9 ▲ 0.1 0.6

2021/ 1 1.0 0.0 0.4 0.4 ▲ 0.1 2.1 2.8 ▲ 2.8 ▲ 0.9
2 ▲ 1.9 ▲ 2.4 0.4 0.6 0.7 ▲ 4.0 2.4 3.4 ▲ 0.7
3 1.1 1.6 0.2 2.0 2.4 3.9 ▲ 0.5 ▲ 0.7 0.4
4 ▲ 0.9 3.1 1.4 1.9 ▲ 2.5 ▲ 1.4 ▲ 0.5 ▲ 2.8 ▲ 0.1
5 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. ▲ 1.7

（注）1. 年は原指数の前年比。
　　　2. ]年、四半期は年末値、期末値。
　　　3. ]2021/5月、および2021/4月の北海道、東北、関東、中国、四国、九州の計数は速報値。
　　　4. ]2020年の関東、四国、全国の計数は年間補正済み。

（２）原指数
(前年同期（月）比、％）

北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 全国
2018年 9.7 8.3 1.7 6.5 ▲ 1.7 ▲ 2.5 12.3 9.4 1.7
2019年 2.0 6.8 ▲ 1.2 2.7 3.1 1.1 0.4 ▲ 0.7 1.2
2020年 ▲ 16.4 ▲ 6.3 ▲ 5.8 ▲ 9.4 ▲ 8.8 ▲ 6.2 ▲ 12.6 ▲ 7.6 ▲ 8.4

2019/4Q 2.0 6.8 ▲ 1.2 2.7 3.1 1.1 0.4 ▲ 0.7 1.2
2020/1Q 7.0 8.4 ▲ 1.3 5.0 3.0 8.8 4.6 4.0 2.8

2Q 9.5 5.0 ▲ 3.9 ▲ 4.7 ▲ 2.3 ▲ 5.1 3.1 2.8 ▲ 3.3
3Q ▲ 3.5 ▲ 2.7 ▲ 4.7 ▲ 6.9 ▲ 6.2 ▲ 3.8 ▲ 2.4 ▲ 4.9 ▲ 5.7
4Q ▲ 16.4 ▲ 6.3 ▲ 5.8 ▲ 9.4 ▲ 8.8 ▲ 6.2 ▲ 12.6 ▲ 7.6 ▲ 8.4

2021/1Q ▲ 20.8 ▲ 11.3 ▲ 4.5 ▲ 10.3 ▲ 6.8 ▲ 11.3 ▲ 9.2 ▲ 9.2 ▲ 9.8
2020/ 4 10.0 8.6 ▲ 0.7 5.3 1.9 4.5 6.0 2.4 2.6

5 8.6 9.1 ▲ 1.2 3.2 3.2 ▲ 1.3 1.8 7.5 ▲ 0.3
6 9.5 5.0 ▲ 3.9 ▲ 4.7 ▲ 2.3 ▲ 5.1 3.1 2.8 ▲ 3.3
7 7.1 1.9 ▲ 6.4 ▲ 6.9 ▲ 5.1 ▲ 0.1 ▲ 0.1 ▲ 0.7 ▲ 4.7
8 5.1 0.4 ▲ 7.2 ▲ 9.0 ▲ 7.3 ▲ 3.6 1.3 ▲ 2.4 ▲ 5.6
9 ▲ 3.5 ▲ 2.7 ▲ 4.7 ▲ 6.9 ▲ 6.2 ▲ 3.8 ▲ 2.4 ▲ 4.9 ▲ 5.7

10 ▲ 8.3 ▲ 2.3 ▲ 7.3 ▲ 8.4 ▲ 8.7 ▲ 8.1 ▲ 7.0 ▲ 6.6 ▲ 8.1
11 ▲ 13.5 ▲ 3.0 ▲ 6.1 ▲ 11.0 ▲ 9.6 ▲ 13.6 ▲ 7.8 ▲ 7.4 ▲ 9.1
12 ▲ 16.4 ▲ 6.3 ▲ 5.8 ▲ 9.4 ▲ 8.8 ▲ 6.2 ▲ 12.6 ▲ 7.6 ▲ 8.4

2021/ 1 ▲ 14.6 ▲ 7.0 ▲ 7.3 ▲ 12.1 ▲ 10.4 ▲ 7.9 ▲ 6.5 ▲ 10.2 ▲ 10.2
2 ▲ 18.6 ▲ 9.6 ▲ 5.0 ▲ 11.5 ▲ 8.0 ▲ 9.7 ▲ 6.4 ▲ 7.2 ▲ 9.5
3 ▲ 20.8 ▲ 11.3 ▲ 4.5 ▲ 10.3 ▲ 6.8 ▲ 11.3 ▲ 9.2 ▲ 9.2 ▲ 9.8
4 ▲ 22.2 ▲ 8.9 ▲ 3.2 ▲ 9.7 ▲ 8.1 ▲ 9.5 ▲ 9.7 ▲ 12.3 ▲ 9.8
5 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. ▲ 9.3

（注）1. 年、四半期は年末値、期末値。
　　　2. ]2021/5月、および2021/4月の北海道、東北、関東、中国、四国、九州の計数は速報値。
　　　3. ]2020年の関東、四国、全国の計数は年間補正済み。

（資料） 経済産業省、各経済産業局「鉱工業生産動向」

鉱工業在庫指数



（図表１０）

(倍) （参考）

北海道 東北 北陸 北関東・甲信 南関東 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄 全国 北陸4県
2018年 1.18 1.53 2.00 1.59 1.63 1.85 1.59 1.87 1.55 1.46 1.61 1.86
2019年 1.24 1.48 1.96 1.56 1.61 1.81 1.61 1.90 1.58 1.44 1.60 1.81
2020年 1.03 1.18 1.39 1.19 1.16 1.18 1.18 1.43 1.26 1.11 1.18 1.34

2019/4Q 1.24 1.43 1.86 1.50 1.59 1.70 1.58 1.84 1.55 1.41 1.57 1.74
2020/1Q 1.14 1.32 1.66 1.39 1.47 1.49 1.47 1.70 1.47 1.29 1.45 1.57

2Q 1.04 1.17 1.45 1.22 1.22 1.23 1.21 1.49 1.26 1.12 1.20 1.36
3Q 0.97 1.10 1.24 1.07 1.01 1.04 1.05 1.31 1.16 1.02 1.06 1.22
4Q 0.98 1.10 1.22 1.08 0.97 1.02 1.01 1.25 1.14 1.00 1.04 1.21

2021/1Q 0.94 1.17 1.34 1.16 0.98 1.09 1.05 1.29 1.20 1.04 1.10 1.29
2020/ 4 1.13 1.23 1.58 1.31 1.35 1.34 1.31 1.58 1.34 1.18 1.30 1.48

5 0.99 1.15 1.43 1.22 1.22 1.22 1.18 1.46 1.26 1.10 1.18 1.33
6 0.99 1.13 1.34 1.15 1.11 1.14 1.14 1.41 1.20 1.07 1.12 1.28
7 0.99 1.11 1.27 1.10 1.06 1.08 1.09 1.37 1.19 1.04 1.09 1.24
8 0.97 1.10 1.23 1.06 1.00 1.03 1.04 1.29 1.15 1.01 1.05 1.21
9 0.96 1.09 1.22 1.06 0.99 1.03 1.03 1.26 1.14 0.99 1.04 1.21

10 0.96 1.10 1.22 1.07 0.98 1.02 1.02 1.27 1.14 1.00 1.04 1.20
11 0.98 1.10 1.22 1.08 0.97 1.02 1.02 1.26 1.13 1.00 1.05 1.20
12 1.00 1.11 1.23 1.10 0.96 1.01 1.01 1.24 1.14 1.00 1.05 1.22

2021/ 1 1.01 1.15 1.31 1.15 0.99 1.07 1.05 1.28 1.19 1.03 1.10 1.30
2 0.86 1.15 1.33 1.16 0.99 1.10 1.06 1.29 1.21 1.04 1.09 1.28
3 0.95 1.19 1.36 1.17 0.97 1.11 1.05 1.30 1.21 1.06 1.10 1.31
4 1.07 1.21 1.46 1.21 0.97 1.12 1.04 1.35 1.23 1.08 1.09 1.37
5 1.02 1.24 1.47 1.23 0.97 1.17 1.05 1.38 1.25 1.12 1.09 1.39

（注） 1.四半期、月次は季節調整済、年は原計数。
2.北陸は日本銀行金沢支店が作成。

　　　　　　

（資料） 厚生労働省「職業安定業務統計」、日本銀行金沢支店

有効求人倍率



（図表１１）

（原計数、％）
北海道 東北 北陸4県 北関東・甲信 南関東 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄 全国

2018年 2.9 2.5 2.0 2.2 2.5 1.8 2.8 2.4 2.2 2.7 2.4
2019年 2.6 2.5 1.9 2.3 2.3 1.9 2.6 2.4 2.3 2.7 2.4
2020年 3.0 2.8 2.2 2.4 3.0 2.3 3.0 2.5 2.6 3.0 2.8

2019/4Q 2.4 2.7 2.0 2.0 2.1 1.9 2.3 2.3 2.0 2.6 2.2
2020/1Q 2.5 2.6 1.9 2.4 2.4 1.9 2.7 2.2 2.1 2.7 2.4

2Q 3.3 2.9 2.2 2.4 3.2 2.1 3.0 2.2 2.7 3.1 2.8
3Q 2.7 2.9 2.1 2.4 3.3 2.8 3.2 2.6 2.6 3.0 3.0
4Q 3.3 2.9 2.6 2.5 3.1 2.5 3.1 3.1 2.7 3.1 2.9

2021/1Q 3.0 3.2 2.6 2.8 2.8 2.5 3.1 2.3 2.5 3.1 2.8

（資料） 総務省「労働力調査」

(前年（同期）比、％）
北海道 東北 北陸4県 北関東・甲信 南関東 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄 全国

2018年 2.6 0.0 1.2 1.4 2.8 2.0 1.5 2.4 2.6 1.8 2.0
2019年 0.8 0.8 1.2 0.5 2.1 0.8 1.3 0.6 0.6 0.3 1.1
2020年 ▲ 2.1 ▲ 0.8 ▲ 1.2 ▲ 0.2 ▲ 0.4 ▲ 0.5 0.0 ▲ 1.5 0.0 ▲ 0.5 ▲ 0.5

2019/4Q 0.8 ▲ 1.0 0.8 0.9 2.1 0.0 1.2 0.0 1.9 0.8 1.1
2020/1Q 0.0 1.5 0.4 0.5 1.4 ▲ 0.1 2.7 ▲ 0.6 1.3 1.0 1.1

2Q ▲ 0.9 ▲ 2.0 ▲ 1.2 ▲ 1.6 ▲ 1.5 ▲ 1.0 ▲ 0.1 ▲ 1.5 1.3 ▲ 1.7 ▲ 1.1
3Q ▲ 2.8 ▲ 1.5 ▲ 1.6 0.2 ▲ 1.8 ▲ 0.1 ▲ 2.0 ▲ 1.8 0.0 0.2 ▲ 1.2
4Q ▲ 4.1 ▲ 1.0 ▲ 2.0 ▲ 0.2 0.1 ▲ 1.4 ▲ 0.2 ▲ 1.8 ▲ 0.6 ▲ 1.1 ▲ 0.7

2021/1Q ▲ 0.4 ▲ 2.3 ▲ 2.0 0.5 ▲ 0.7 ▲ 0.8 0.0 ▲ 0.6 ▲ 3.1 ▲ 0.6 ▲ 0.7

（資料） 総務省「労働力調査」

完全失業率

雇用者数



（図表１２）

(前年同期（月）比、％）
北海道 東北 北陸4県 関東甲信 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄 全国

2018年 1.6 1.0 0.9 0.9 0.9 0.6 0.7 0.9 0.8 0.8 0.9
2019年 0.7 0.6 0.5 0.8 0.3 0.6 0.6 0.6 0.7 0.5 0.6
2020年 ▲ 0.2 ▲ 0.4 ▲ 0.2 ▲ 0.1 ▲ 0.5 0.0 ▲ 0.1 ▲ 0.4 0.0 ▲ 0.5 ▲ 0.2

2019/4Q 0.7 0.4 0.6 0.6 0.2 0.7 0.6 0.4 0.8 ▲ 0.1 0.6
2020/1Q 1.3 0.5 0.8 0.6 0.2 0.7 0.8 0.2 0.8 0.0 0.6

2Q ▲ 0.3 ▲ 0.6 ▲ 0.1 ▲ 0.1 ▲ 0.6 0.1 ▲ 0.2 ▲ 0.5 0.1 ▲ 0.4 ▲ 0.1
3Q ▲ 0.6 ▲ 0.5 ▲ 0.3 ▲ 0.1 ▲ 0.5 ▲ 0.1 ▲ 0.2 ▲ 0.4 ▲ 0.1 ▲ 0.8 ▲ 0.2
4Q ▲ 1.3 ▲ 1.0 ▲ 1.0 ▲ 0.8 ▲ 1.0 ▲ 0.8 ▲ 0.9 ▲ 0.9 ▲ 0.7 ▲ 0.8 ▲ 0.9

2021/1Q ▲ 0.7 ▲ 0.4 ▲ 0.5 ▲ 0.4 ▲ 0.4 ▲ 0.4 ▲ 0.4 ▲ 0.3 ▲ 0.1 0.0 ▲ 0.4
2020/ 4 ▲ 0.2 ▲ 0.5 ▲ 0.2 ▲ 0.2 ▲ 0.6 0.0 ▲ 0.1 ▲ 0.5 0.1 ▲ 0.3 ▲ 0.2

5 ▲ 0.5 ▲ 0.7 ▲ 0.2 ▲ 0.1 ▲ 0.7 0.1 ▲ 0.3 ▲ 0.6 0.1 ▲ 0.3 ▲ 0.2
6 ▲ 0.2 ▲ 0.4 0.1 0.1 ▲ 0.4 0.2 ▲ 0.1 ▲ 0.4 0.2 ▲ 0.4 0.0
7 ▲ 0.5 ▲ 0.3 0.1 0.2 ▲ 0.3 0.1 0.0 ▲ 0.3 0.1 ▲ 0.5 0.0
8 ▲ 0.5 ▲ 0.6 ▲ 0.3 ▲ 0.3 ▲ 0.7 ▲ 0.3 ▲ 0.4 ▲ 0.4 ▲ 0.2 ▲ 1.0 ▲ 0.4
9 ▲ 0.8 ▲ 0.5 ▲ 0.4 ▲ 0.2 ▲ 0.5 ▲ 0.1 ▲ 0.4 ▲ 0.5 ▲ 0.2 ▲ 1.0 ▲ 0.3

10 ▲ 1.1 ▲ 0.9 ▲ 0.9 ▲ 0.6 ▲ 0.8 ▲ 0.5 ▲ 0.8 ▲ 0.7 ▲ 0.6 ▲ 0.6 ▲ 0.7
11 ▲ 1.4 ▲ 1.0 ▲ 1.0 ▲ 0.9 ▲ 1.1 ▲ 0.8 ▲ 1.0 ▲ 0.9 ▲ 0.7 ▲ 0.8 ▲ 0.9
12 ▲ 1.2 ▲ 1.1 ▲ 1.1 ▲ 1.0 ▲ 1.2 ▲ 1.0 ▲ 0.9 ▲ 0.9 ▲ 0.8 ▲ 0.8 ▲ 1.0

2021/ 1 ▲ 0.9 ▲ 0.7 ▲ 0.8 ▲ 0.6 ▲ 0.6 ▲ 0.6 ▲ 0.6 ▲ 0.4 ▲ 0.3 ▲ 0.2 ▲ 0.6
2 ▲ 0.9 ▲ 0.6 ▲ 0.5 ▲ 0.4 ▲ 0.5 ▲ 0.4 ▲ 0.5 ▲ 0.3 ▲ 0.1 ▲ 0.2 ▲ 0.4
3 ▲ 0.3 ▲ 0.2 ▲ 0.1 ▲ 0.1 0.0 ▲ 0.1 ▲ 0.2 ▲ 0.1 0.2 0.1 ▲ 0.1
4 0.1 0.1 ▲ 0.1 ▲ 0.2 0.0 ▲ 0.2 0.1 ▲ 0.1 0.0 ▲ 0.4 ▲ 0.1
5 0.6 0.5 0.0 0.1 0.3 ▲ 0.1 0.2 0.2 0.1 0.0 0.1

（注） 全国以外の四半期は、月次指数から算出（平均値）。

（資料） 総務省「消費者物価指数」

(前年同期比、％）
北海道 東北 北陸4県 関東 中部・東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄 全国

2016/3 ▲ 0.7 ▲ 0.5 ▲ 1.4 0.2 ▲ 0.8 0.0 ▲ 1.2 ▲ 1.4 ▲ 0.5 ▲ 0.5
9 ▲ 0.6 ▲ 0.3 ▲ 1.2 0.3 ▲ 0.7 0.1 ▲ 0.8 ▲ 1.1 0.0 ▲ 0.3

2017/3 ▲ 0.6 0.1 ▲ 1.1 0.4 ▲ 0.6 0.1 ▲ 0.6 ▲ 0.9 0.3 ▲ 0.1
9 ▲ 0.4 0.2 ▲ 1.0 0.5 ▲ 0.4 0.2 ▲ 0.4 ▲ 0.7 0.4 0.0

2018/3 ▲ 0.1 0.3 ▲ 1.0 0.7 ▲ 0.2 0.5 ▲ 0.1 ▲ 0.5 1.0 0.3
9 0.3 0.5 ▲ 0.8 0.9 0.0 0.8 0.2 ▲ 0.3 1.7 0.6

2019/3 0.7 0.6 ▲ 0.7 1.1 0.3 1.0 0.4 ▲ 0.2 2.1 0.8
9 1.1 0.7 ▲ 0.1 1.3 0.4 1.2 0.6 ▲ 0.1 2.5 1.0

2020/3 1.3 0.8 0.1 1.1 0.2 1.1 0.6 ▲ 0.4 2.0 0.9
9 0.6 0.4 ▲ 0.9 0.4 ▲ 0.6 0.1 0.0 ▲ 1.0 0.6 0.1

2021/3 0.1 0.0 ▲ 1.1 0.1 ▲ 1.0 ▲ 0.4 ▲ 0.5 ▲ 1.3 ▲ 0.1 ▲ 0.4

（資料） 日本不動産研究所「市街地価格指数」

消費者物価指数（除く生鮮食品）

市街地価格指数（全用途平均）



（図表１３）

（１）倒産件数（負債総額1,000万円以上）
(前年同期（月）比、％）

北海道 東北 北陸 関東甲信越 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄 全国
2018年 ▲ 16.6 10.8 2.7 ▲ 6.8 3.7 ▲ 3.4 0.9 18.0 13.1 ▲ 2.0
2019年 ▲ 8.2 13.1 5.8 1.0 ▲ 9.8 3.5 4.5 17.1 10.2 1.8
2020年 ▲ 17.5 ▲ 12.3 0.0 ▲ 9.4 ▲ 1.1 ▲ 5.0 2.6 ▲ 17.7 ▲ 11.4 ▲ 7.3

2019/4Q ▲ 15.7 18.5 ▲ 10.6 4.0 ▲ 3.8 12.4 23.5 27.9 11.2 6.8
2020/1Q ▲ 8.6 31.0 39.5 12.0 17.5 6.8 47.1 15.2 6.5 12.9

2Q ▲ 12.5 ▲ 1.1 ▲ 10.2 ▲ 23.8 ▲ 0.9 ▲ 4.6 6.5 ▲ 3.9 ▲ 8.0 ▲ 11.4
3Q ▲ 27.7 ▲ 40.2 ▲ 15.8 ▲ 5.7 ▲ 3.4 1.7 4.8 ▲ 17.5 ▲ 20.6 ▲ 7.4
4Q ▲ 25.6 ▲ 26.0 ▲ 4.8 ▲ 18.4 ▲ 14.5 ▲ 21.0 ▲ 31.4 ▲ 58.2 ▲ 22.3 ▲ 20.8

2021/1Q ▲ 17.0 ▲ 50.0 ▲ 50.0 ▲ 23.0 ▲ 29.0 ▲ 26.0 ▲ 31.0 ▲ 41.5 ▲ 34.1 ▲ 28.2
2020/ 4 56.3 121.1 83.3 ▲ 7.6 54.3 7.2 70.8 11.1 12.3 15.2

5 ▲ 56.5 ▲ 65.1 ▲ 64.0 ▲ 56.7 ▲ 56.6 ▲ 60.8 ▲ 31.4 ▲ 15.4 ▲ 37.3 ▲ 54.8
6 ▲ 16.0 12.1 0.0 ▲ 10.7 3.5 42.5 0.0 ▲ 10.0 1.7 6.3
7 ▲ 20.0 ▲ 46.9 ▲ 8.7 2.3 ▲ 6.4 17.0 15.2 ▲ 12.5 ▲ 27.5 ▲ 1.6
8 ▲ 47.6 ▲ 11.4 ▲ 15.8 ▲ 4.2 22.1 1.1 26.1 ▲ 44.4 ▲ 4.1 ▲ 1.6
9 0.0 ▲ 55.8 ▲ 26.7 ▲ 16.0 ▲ 20.2 ▲ 14.1 ▲ 25.9 ▲ 6.7 ▲ 25.8 ▲ 19.5

10 8.3 ▲ 24.3 21.4 ▲ 17.1 ▲ 16.3 ▲ 22.5 ▲ 44.9 ▲ 47.4 ▲ 12.7 ▲ 20.0
11 ▲ 14.3 4.5 ▲ 21.4 ▲ 26.1 ▲ 10.6 ▲ 19.2 ▲ 24.1 ▲ 71.4 ▲ 19.0 ▲ 21.7
12 ▲ 58.8 ▲ 45.9 ▲ 14.3 ▲ 12.0 ▲ 16.7 ▲ 21.0 ▲ 14.8 ▲ 53.3 ▲ 33.3 ▲ 20.7

2021/ 1 ▲ 66.7 ▲ 63.8 ▲ 59.1 ▲ 35.3 ▲ 40.4 ▲ 33.7 ▲ 28.1 ▲ 35.7 ▲ 37.3 ▲ 38.7
2 ▲ 6.3 ▲ 57.7 ▲ 50.0 ▲ 18.2 ▲ 23.8 ▲ 40.2 ▲ 51.4 ▲ 52.9 ▲ 44.0 ▲ 31.5
3 37.5 ▲ 29.3 ▲ 38.9 ▲ 15.6 ▲ 19.8 ▲ 2.9 ▲ 9.7 ▲ 36.4 ▲ 22.6 ▲ 14.3
4 ▲ 52.0 ▲ 73.8 ▲ 54.5 ▲ 18.6 ▲ 54.6 ▲ 27.9 ▲ 48.8 ▲ 30.0 ▲ 46.9 ▲ 35.8
5 ▲ 10.0 ▲ 6.7 122.2 78.8 69.7 64.8 ▲ 25.0 ▲ 18.2 16.2 50.3

（２）倒産負債総額（負債総額1,000万円以上）
(前年同期（月）比、％）

北海道 東北 北陸 関東甲信越 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄 全国
2018年 ▲ 58.5 0.0 ▲ 34.5 ▲ 67.7 0.9 11.9 ▲ 47.5 22.9 3.5 ▲ 53.1
2019年 16.5 22.9 174.3 ▲ 20.6 ▲ 12.0 32.2 ▲ 6.5 ▲ 17.6 ▲ 4.1 ▲ 4.2
2020年 ▲ 28.6 ▲ 27.1 ▲ 52.0 ▲ 20.4 ▲ 1.0 ▲ 11.7 13.9 1.2 11.4 ▲ 14.3

2019/4Q 42.7 ▲ 4.0 13.6 ▲ 5.3 139.6 4.4 32.6 ▲ 31.0 54.2 14.7
2020/1Q 55.7 37.8 ▲ 75.5 ▲ 36.5 ▲ 0.7 ▲ 63.8 66.7 2.1 12.5 ▲ 34.4

2Q ▲ 37.6 ▲ 56.0 ▲ 39.6 ▲ 7.1 70.4 121.8 15.0 44.7 19.9 17.9
3Q ▲ 68.3 ▲ 47.8 5.7 ▲ 34.6 0.6 19.0 28.7 2.4 31.9 ▲ 16.9
4Q ▲ 35.7 ▲ 46.9 ▲ 20.7 ▲ 1.0 ▲ 26.2 ▲ 12.0 ▲ 32.5 ▲ 50.5 ▲ 5.1 ▲ 13.3

2021/1Q ▲ 48.5 ▲ 74.4 ▲ 19.2 41.1 36.7 ▲ 28.5 ▲ 52.2 ▲ 39.2 ▲ 26.9 ▲ 3.9
2020/ 4 95.4 ▲ 39.3 165.3 ▲ 13.6 192.0 158.4 225.6 7.4 ▲ 8.5 35.6

5 ▲ 90.1 ▲ 59.5 ▲ 72.1 ▲ 18.4 ▲ 40.1 2.3 ▲ 57.3 15.3 120.0 ▲ 24.3
6 ▲ 25.3 ▲ 63.7 33.7 19.9 49.5 229.5 36.4 113.7 ▲ 27.7 48.1
7 ▲ 76.6 ▲ 40.6 63.0 18.1 28.3 3.9 77.6 ▲ 46.5 5.5 7.9
8 ▲ 65.8 5.4 12.1 ▲ 42.7 ▲ 19.2 18.4 169.3 54.6 63.2 ▲ 16.9
9 ▲ 59.6 ▲ 73.8 ▲ 72.5 ▲ 61.8 ▲ 13.0 35.4 ▲ 31.9 44.2 55.0 ▲ 37.4

10 34.5 ▲ 45.7 ▲ 29.8 ▲ 36.7 40.8 24.1 ▲ 29.9 77.8 5.9 ▲ 11.6
11 ▲ 23.8 ▲ 45.6 ▲ 20.1 ▲ 40.2 204.1 12.1 ▲ 1.4 ▲ 73.2 ▲ 66.0 ▲ 16.6
12 ▲ 79.5 ▲ 48.8 ▲ 18.6 79.2 ▲ 85.0 ▲ 53.8 ▲ 54.5 ▲ 89.6 71.4 ▲ 11.7

2021/ 1 ▲ 89.2 ▲ 93.4 ▲ 85.3 ▲ 6.8 30.9 4.9 ▲ 45.0 25.2 ▲ 76.6 ▲ 34.8
2 ▲ 13.9 2.4 ▲ 69.8 9.6 100.8 ▲ 59.8 ▲ 5.2 ▲ 29.9 ▲ 48.1 ▲ 5.3
3 13.5 ▲ 45.2 255.3 96.0 ▲ 4.2 ▲ 35.6 ▲ 76.1 ▲ 55.8 183.7 33.5
4 ▲ 48.4 ▲ 32.1 53.6 ▲ 18.0 ▲ 73.5 ▲ 68.3 ▲ 76.7 74.4 ▲ 42.0 ▲ 42.0
5 ▲ 20.6 ▲ 62.1 ▲ 54.0 254.9 348.0 ▲ 59.3 ▲ 42.7 ▲ 57.0 ▲ 9.1 107.4

（資料） 東京商工リサーチ「倒産月報」

企 業 倒 産



（図表１４）

～ 　本計表は、下記の日本銀行各支店等が、企業短期経済観測調査で得られた計数に

もとづき、それぞれの地域の経済情勢を把握するため、それぞれ個別に作成した

9地域の統計を一括表示したものである。

（１）業況判断ＤＩ（全産業）
(「良い」－「悪い」・％ポイント）

北海道 東北 北陸 関東甲信越 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄 全国
2020/ 9 ▲ 19 ▲ 24 ▲ 37 ▲ 27 ▲ 37 ▲ 32 ▲ 27 ▲ 22 ▲ 22 ▲ 28

12 ▲ 10 ▲ 10 ▲ 22 ▲ 17 ▲ 18 ▲ 20 ▲ 10 ▲ 11 ▲ 9 ▲ 15
2021/ 3 ▲ 11 ▲ 5 ▲ 13 ▲ 7 ▲ 9 ▲ 9 ▲ 7 ▲ 10 ▲ 7 ▲ 8

6 ▲ 6 ▲ 4 ▲ 7 ▲ 1 ▲ 7 ▲ 5 0 ▲ 8 ▲ 7 ▲ 3
9(予) ▲ 9 ▲ 7 ▲ 7 ▲ 3 ▲ 6 ▲ 6 ▲ 4 ▲ 13 ▲ 4 ▲ 5

（２）業況判断ＤＩ（製造業）
(「良い」－「悪い」・％ポイント）

北海道 東北 北陸 関東甲信越 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄 全国
2020/ 9 ▲ 25 ▲ 37 ▲ 47 ▲ 38 ▲ 45 ▲ 39 ▲ 35 ▲ 19 ▲ 29 ▲ 37

12 ▲ 13 ▲ 14 ▲ 30 ▲ 22 ▲ 18 ▲ 24 ▲ 12 ▲ 12 ▲ 13 ▲ 20
2021/ 3 ▲ 9 ▲ 3 ▲ 13 ▲ 6 ▲ 3 ▲ 6 ▲ 9 ▲ 8 ▲ 4 ▲ 6

6 3 1 ▲ 2 7 0 ▲ 1 1 ▲ 9 ▲ 2 2
9(予) ▲ 2 5 2 4 ▲ 1 ▲ 4 1 ▲ 8 3 0

（３）業況判断ＤＩ（非製造業）
(「良い」－「悪い」・％ポイント）

北海道 東北 北陸 関東甲信越 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄 全国
2020/ 9 ▲ 17 ▲ 18 ▲ 29 ▲ 21 ▲ 28 ▲ 25 ▲ 21 ▲ 22 ▲ 19 ▲ 21

12 ▲ 9 ▲ 7 ▲ 16 ▲ 13 ▲ 17 ▲ 16 ▲ 7 ▲ 10 ▲ 6 ▲ 11
2021/ 3 ▲ 11 ▲ 7 ▲ 15 ▲ 10 ▲ 16 ▲ 14 ▲ 5 ▲ 10 ▲ 8 ▲ 9

6 ▲ 10 ▲ 6 ▲ 12 ▲ 7 ▲ 14 ▲ 9 ▲ 3 ▲ 7 ▲ 9 ▲ 7
9(予) ▲ 11 ▲ 14 ▲ 14 ▲ 7 ▲ 11 ▲ 7 ▲ 8 ▲ 17 ▲ 7 ▲ 9

(注)1.短観の標本設計（調査対象企業の抽出方法）では、業種・企業規模ごとの売上高の標準誤差率
や、売上高および資本金でみた調査母集団企業と調査対象企業の分布が有意に乖離しないこと
等を基準として、全国ベースでの調査対象企業の抽出を行っているため、地域毎にみると、必
ずしも各地域の産業構造を正確に反映していない。このため、例えばこの統計を、全国短観の
業況判断DIや、他の地域について算出された業況判断DIと水準比較することは適当ではない。
しかし、短観の調査対象企業には、継続標本が多く含まれており、かつ回答率が極めて高いこ
とから、この統計を各地域の企業の業況感の時系列的な変化を把握するために活用することは
可能である。

　　2. ]「(予)」は、直近の調査時における3か月後の予測。

(作成) 地域区分毎に、日本銀行各支店、調査統計局地域経済調査課が以下の分担で作成。
北　海　道：札幌支店
東　　　北：仙台支店
北　　　陸：金沢支店
関東甲信越：調査統計局地域経済調査課
東　　　海：調査統計局地域経済調査課(名古屋支店､静岡支店のデータを合算)
近　　　畿：大阪支店
中　　　国：広島支店
四　　　国：高松支店
九州・沖縄：福岡支店

地域別業況判断ＤＩ



（図表１５）

(末残前年同期（月）比、％）
北海道 東北 北陸 関東甲信越 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄 全国

2018年 2.2 ▲ 0.2 2.1 2.4 1.3 2.3 1.4 0.4 1.7 2.0
2019年 2.7 1.6 3.7 2.5 3.3 2.4 2.6 2.7 3.4 2.6
2020年 9.6 7.6 9.0 10.3 9.3 8.9 7.9 7.5 10.3 9.7

2019/4Q 2.7 1.6 3.7 2.5 3.3 2.4 2.6 2.7 3.4 2.6
2020/1Q 2.4 1.2 2.8 3.8 2.3 2.1 1.9 1.8 2.7 3.0

2Q 7.5 6.2 7.1 10.5 8.8 7.0 6.7 5.3 8.0 9.0
3Q 10.3 7.1 9.5 10.0 9.7 8.0 8.0 6.9 9.1 9.3
4Q 9.6 7.6 9.0 10.3 9.3 8.9 7.9 7.5 10.3 9.7

2021/1Q 10.7 8.6 8.8 10.5 9.5 9.9 8.6 8.7 11.2 10.2
2020/ 4 3.7 2.0 3.3 5.9 4.3 3.2 3.4 2.5 3.4 4.7

5 8.0 5.8 7.5 9.0 7.8 6.5 6.5 5.2 7.6 8.0
6 7.5 6.2 7.1 10.5 8.8 7.0 6.7 5.3 8.0 9.0
7 8.9 7.0 8.7 10.0 9.0 7.2 7.5 6.4 8.8 9.0
8 8.7 7.0 8.5 11.3 8.5 7.6 7.3 6.9 8.8 9.7
9 10.3 7.1 9.5 10.0 9.7 8.0 8.0 6.9 9.1 9.3

10 10.6 7.9 10.1 9.0 8.9 8.5 8.6 7.6 10.0 8.9
11 9.0 7.1 8.5 10.4 8.1 8.7 7.7 7.0 9.3 9.4
12 9.6 7.6 9.0 10.3 9.3 8.9 7.9 7.5 10.3 9.7

2021/ 1 10.4 8.5 10.3 10.1 9.4 9.0 9.2 8.4 10.9 9.8
2 10.6 8.4 9.5 10.4 9.8 9.2 8.9 8.2 10.8 10.0
3 10.7 8.6 8.8 10.5 9.5 9.9 8.6 8.7 11.2 10.2
4 10.0 8.0 8.6 8.5 8.0 8.8 7.9 8.4 10.4 8.6
5 6.5 5.4 5.9 5.9 4.5 6.0 5.8 6.3 7.0 5.9

(末残前年同期（月）比、％）
北海道 東北 北陸 関東甲信越 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄 全国

2018年 1.3 2.5 3.1 3.2 1.1 2.3 4.3 2.7 3.2 2.9
2019年 2.5 0.8 1.9 1.5 1.0 2.3 2.6 3.8 2.5 1.8
2020年 7.3 3.5 4.2 4.6 14.9 4.4 4.0 4.2 5.2 5.4

2019/4Q 2.5 0.8 1.9 1.5 1.0 2.3 2.6 3.8 2.5 1.8
2020/1Q 1.1 0.5 1.7 2.0 1.3 2.8 3.0 2.6 2.8 2.1

2Q 4.8 3.0 4.6 5.8 14.3 5.3 4.9 4.5 5.2 6.1
3Q 5.5 3.4 5.1 4.7 15.6 4.4 4.8 4.3 5.4 5.5
4Q 7.3 3.5 4.2 4.6 14.9 4.4 4.0 4.2 5.2 5.4

2021/1Q 6.8 3.9 3.0 4.6 11.3 2.7 3.7 5.3 4.9 4.8
2020/ 4 1.6 1.1 2.6 3.5 9.9 4.2 3.2 3.1 3.4 3.9

5 3.2 2.3 4.2 5.9 13.3 5.7 5.2 4.4 4.7 6.0
6 4.8 3.0 4.6 5.8 14.3 5.3 4.9 4.5 5.2 6.1
7 5.7 3.5 5.2 5.8 15.3 5.5 5.2 4.9 5.6 6.2
8 5.1 3.7 5.3 5.8 15.1 4.9 5.1 4.5 5.5 6.1
9 5.5 3.4 5.1 4.7 15.6 4.4 4.8 4.3 5.4 5.5

10 5.6 3.7 5.0 4.7 15.7 5.4 5.2 4.9 5.5 5.6
11 5.4 3.7 4.3 5.3 14.9 5.1 4.4 4.1 5.2 5.8
12 7.3 3.5 4.2 4.6 14.9 4.4 4.0 4.2 5.2 5.4

2021/ 1 7.7 3.6 4.2 5.0 13.3 4.4 4.3 4.8 5.1 5.5
2 7.7 3.6 3.8 5.4 13.3 4.4 4.1 4.8 5.2 5.7
3 6.8 3.9 3.0 4.6 11.3 2.7 3.7 5.3 4.9 4.8
4 8.2 3.6 3.0 2.1 4.3 2.2 3.5 5.4 4.7 2.8
5 5.4 3.0 2.0 0.4 1.7 0.8 1.8 3.9 3.4 1.2

（資料） 日本銀行「都道府県別預金・現金・貸出金」

国内銀行　預金残高

国内銀行　貸出残高
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経 済 の 動 き* 

 

【全体感】 

東北地域の景気は、新型コロナウイルス感染症の影響などから、持ち直しの動きが

一服しつつある。 

終需要の動向をみると、公共投資は、減少に転じている。設備投資は、増加して

いる。個人消費は、弱含んでいる。住宅投資は、持ち直しつつある。この間、生産は、

供給制約の影響から増勢が鈍化している。雇用・所得環境をみると、弱い動きが続い

ている。消費者物価（除く生鮮食品）は、前年を上回っている。 

 

【各  論】 

１．需要項目別動向 

公共投資は、震災復興関連工事の一巡などから減少に転じている。 

設備投資は、増加している。 

６月短観（東北地区）における 2021 年度の設備投資をみると、一部に案件一巡な

どから減少計画となっている先がみられるが、新型コロナウイルス感染症の影響で

先送りされた案件の再開や感染症対策の計上に加え、需要増加を見込んだ能力増強

投資などがみられることから、全体では増加する計画となっている。 

個人消費は、弱含んでいる。 

主要小売業販売額をみると、百貨店やコンビニエンスストアは落ち込んだ状態が続

いている一方、スーパーやドラッグストア、ホームセンターは堅調に推移している。

家電販売額は、買い替え需要の一巡などから、振れを伴いつつも、増勢が鈍化してい

る。乗用車の新車登録台数は、供給制約の影響から減少している。 

この間、サービス消費は、新型コロナウイルス感染症の影響から飲食・宿泊を中心

に引き続き厳しい状態にある。 

住宅投資は、持家を中心に持ち直しつつある。 

 

 

                                            
*
 直近の金融経済統計および企業ヒアリングをもとに、 

東北地区６県（青森、岩手、秋田、宮城、山形、福島） 

の金融経済情勢を取り纏め。 

 

当店ＨＰでは「経済の動き」 
を始め、東北経済に関する 
様々な情報を掲載しており 
ます。是非ご覧ください。 

▼日本銀行仙台支店ＨＰへのアクセス



 

 ２

２．生産 

生産（鉱工業生産）は、供給制約の影響から増勢が鈍化している。 

主要業種別にみると、輸送機械は、足もと供給制約により下押し圧力がかかった状

態にある。一方、生産用機械等は、振れはあるものの、半導体関連を中心に増加傾向

にある。電子部品・デバイスも、スマホ・車載向けを中心に緩やかな増加基調にある。

この間、食料品は、低調な動きとなっている。 

 

３．雇用・所得 

雇用・所得環境をみると、弱い動きが続いている。 

労働需給をみると、求人が緩やかに増加しているが、その水準はなお低く、総じて

みれば弱めの動きとなっている。この間、雇用者所得は、業種ごとのばらつきを伴い

ながらも前年を上回っているとみられる。 

 

４．物価 

消費者物価（除く生鮮食品）は、エネルギー価格の上昇などから、前年を上回って

いる。 

 

５．企業倒産 

企業倒産は、低水準で推移している。 

 

６．金融情勢 

預金動向をみると、個人・法人を中心に全体では前年を上回っている。 

貸出動向をみると、個人向け、法人向けの増加を背景に全体でも前年を上回ってい

る。この間、貸出金利は、緩やかながらも低下している。 

 

 

以  上 

本件に関する問い合わせ先 
 日本銀行仙台支店営業課 
  TEL：０２２－２１４－３１２０ 



東北地区主要金融経済指標

１．実体経済指標 （指標の< >内に指示されている場合を除き、前年比、％）

20年 20/10-12月 21/1-3月 21/4-6月 21/5月 21/6月 21/7月 21/8月

主要小売業販売額 0.9 2.0 ▲ 0.6 0.9 1.1 ▲ 2.1 2.6 n.a.

百貨店 ▲ 19.0 ▲ 10.3 ▲ 13.7 18.3 30.3 ▲ 9.9 ▲ 6.5 n.a.

スーパー 1.8 3.1 0.2 ▲ 1.1 ▲ 0.9 ▲ 2.2 1.6 n.a.

コンビニエンスストア ▲ 3.7 ▲ 2.5 ▲ 1.7 2.6 2.8 ▲ 0.7 4.2 n.a.

ドラッグストア 10.8 9.2 0.7 3.9 5.7 4.9 7.1 n.a.

ホームセンター 7.3 7.6 5.1 ▲ 6.4 ▲ 9.1 ▲ 11.8 ▲ 0.2 n.a.

個人消費 家電大型専門店販売額 6.5 20.9 8.4 ▲ 4.0 ▲ 1.1 ▲ 20.0 6.9 n.a.

乗用車新車登録台数 ▲ 12.1 8.8 1.6 15.1 41.4 ▲ 6.3 ▲ 11.4 ▲ 6.6

普通車 ▲ 14.6 18.3 13.6 35.4 59.7 14.9 12.6 10.1

小型車 ▲ 12.4 ▲ 4.4 ▲ 14.5 ▲ 11.6 ▲ 7.0 ▲ 17.6 ▲ 14.1 ▲ 10.5

軽自動車 ▲ 9.7 12.5 6.5 27.1 87.7 ▲ 12.4 ▲ 26.3 ▲ 16.2

消費者 総合 ▲ 0.1 ▲ 1.0 ▲ 0.7 ▲ 0.5 ▲ 0.4 ▲ 0.2 0.1 n.a.

物価指数
除く生鮮食品 ▲ 0.4 ▲ 1.1 ▲ 0.7 ▲ 0.4 ▲ 0.3 ▲ 0.2 0.2 n.a.

公共投資 公共工事請負金額 12.5 16.2 ▲ 1.4 ▲ 14.0 ▲ 6.9 ▲ 6.6 ▲ 27.4 ▲ 43.4

住宅投資 新設住宅着工戸数 ▲ 15.9 ▲ 13.5 ▲ 4.4 1.3 8.3 ▲ 2.4 12.5 n.a.

輸出 輸出額 ▲ 13.5 ▲ 7.9 ▲ 15.6 13.6 ▲ 1.5 20.2 ▲ 0.3 n.a.

生産 鉱工業生産指数(季調値)<前月(期)比> r ▲ 6.5 r 6.8 r 5.2 1.7 r ▲ 6.6 14.9 p ▲ 4.2 n.a.

有効求人倍率(季調値)<倍> 1.18 1.10 1.17 1.24 1.24 1.27 1.32 n.a.

雇用
・

完全失業率（原計数）<％> 2.8 2.9 3.2 2.9

 家計所得 常用労働者数 ▲ 0.2 ▲ 0.7 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

名目賃金 ▲ 1.8 ▲ 1.8 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

雇用者所得 ▲ 2.0 ▲ 2.5 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

（前年度比、％）

2020年度 2021年度（計画）

全産業 製造業 非製造業 全産業 製造業 非製造業

設備投資 短観－東北地区6県－ ▲ 9.2 ▲ 17.2 ▲ 1.0 14.4 23.0 7.0

（件、億円、％）

20年度 20/10-12月 21/1-3月 21/4-6月 21/5月 21/6月 21/7月 21/8月

件数 実数 298 71 57 50 14 25 20 27

企業倒産
前年同期比 ▲ 31.0 ▲ 26.0 ▲ 50.0 ▲ 46.8 ▲ 6.7 ▲ 32.4 ▲ 23.1 ▲ 12.9

負債総額 実数 370 82 76 51 9 16 145 45

前年同期比 ▲ 58.6 ▲ 46.9 ▲ 74.4 ▲ 48.6 ▲ 62.1 ▲ 56.2 300.3 ▲ 2.2

(注1)　 pは速報値、rは前回公表時から掲載計数を改訂したもの（以下同じ）。

(注2)　 主要小売業販売額の計数は、商業動態統計調査（経済産業省）で公表されている百貨店、スーパー、コンビニエンスストア、ドラッグストア、ホームセンターの

各業態の販売額を日本銀行仙台支店が合算し算出（全店ベース）。

(注3)　 乗用車新車登録台数の四半期計数および年次計数は、日本銀行仙台支店が算出。

(注4)　 消費者物価指数は、今回より2020年基準に変更。四半期計数は、日本銀行仙台支店が算出。

(注5)　 公共工事請負金額の年次計数は年度集計であり、表中計数は2020年度。

(注6)　 新設住宅着工戸数の四半期計数および年次計数は、日本銀行仙台支店が算出。

(注7)　 輸出額は、貿易統計を基に日本銀行仙台支店が算出。

(注8)　 鉱工業生産指数は、2015年基準。年次計数は原数値。

(注9)　 有効求人倍率の年次計数は原数値。四半期計数および年次計数は、日本銀行仙台支店が算出。常用労働者数、名目賃金、雇用者所得は、東北6県の

毎月勤労統計を基に日本銀行仙台支店が算出。2015年基準。事業所規模5人以上。雇用者所得は「常用労働者数×名目賃金」の前年比。

(注10)　 設備投資額（含む土地投資額）は、ソフトウェア投資額、研究開発投資額は含まない。

(注11)　 企業倒産は、負債総額10百万円以上の倒産を調査・集計したもの。
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２．金融指標 （末残、前年比、％）

20年度 20/12月 21/3月 21/6月 21/5月 21/6月 21/7月 21/8月

実質預金 東北 7.3 6.6 7.3 4.4 5.0 4.4 4.5 n.a.

+譲渡性預金 銀行 7.5 6.6 7.5 4.6 5.0 4.6 4.8 n.a.

預金
信金 5.8 6.2 5.8 3.5 5.5 3.5 3.1 n.a.

・ 全国 10.3 9.4 10.3 5.7 6.8 5.7 5.5 n.a.

貸出金
貸出金 東北 4.2 3.7 4.2 2.4 3.2 2.4 2.0 n.a.

銀行 3.9 3.5 3.9 2.2 3.0 2.2 2.0 n.a.

信金 6.8 5.6 6.8 3.8 5.0 3.8 2.7 n.a.

全国 4.8 5.4 4.8 0.6 1.2 0.6 0.6 n.a.

（月・期中変化幅、％ポイント）

20年度 20/10-12月 21/1-3月 21/4-6月 21/5月 21/6月 21/7月 21/8月 直近金利

貸出約定 地銀 東北 ▲0.034 ▲0.004 ▲0.008 ▲0.010 ▲0.008 ▲0.001 ▲0.003 n.a. 0.786%

平均金利
全国 ▲0.034 ▲0.005 ▲0.006 ▲0.008 ▲0.002 ▲0.002 ▲0.004 n.a. 0.840%

金利 （総合） 地銀Ⅱ 東北 ▲0.030 ▲0.009 ▲0.005 ▲0.013 ▲0.007 ▲0.003 ▲0.005 n.a. 1.115%

<ストック>
全国 ▲0.056 ▲0.016 ▲0.011 ▲0.010 ▲0.003 ▲0.002 ▲0.006 n.a. 0.986%

信金 東北 ▲0.126 ▲0.017 ▲0.026 ▲0.012 ▲0.010 ▲0.003 ▲0.003 n.a. 1.635%

全国 r ▲0.065 ▲0.012 r ▲0.011 ▲0.009 ▲0.002 ▲0.003 ▲0.002 n.a. 1.436%

＜参考＞銀行券受払高（東北） （億円、受払尻の「▲」は支払超）

20年度 20/10-12月 21/1-3月 21/4-6月 21/5月 21/6月 21/7月 21/8月

銀行券
受入 28,574 6,742 7,387 7,068 2,481 2,447 2,294 2,444

受払高 支払 38,232 11,603 6,794 9,155 1,931 3,329 3,045 3,067

受払（▲）尻 ▲9,658 ▲4,861 593 ▲2,087 550 ▲882 ▲751 ▲623

(注1)　 預金・貸出金の東北は、東北6県に所在する国内銀行（ゆうちょ銀行を除く）の店舗と東北6県に本店を有する信用金庫の全店舗（東北6県外の店舗を

含む）の集計。全国は、国内銀行のみ集計（信用金庫は含まない）。銀行勘定を集計。ただし、国内銀行についてはオフショア勘定を除く。実質預金と

は、表面預金から未決済の小切手・手形を引いたもの。貸出金は、中央政府向け貸出を除く。合併、新規出店、撤退等による残高調整は行っていない。

(注2)　 貸出約定平均金利の東北は、東北6県に本店を置く地銀、地銀Ⅱ、信用金庫の貸出金利を貸出金残高で加重平均したもの。貸出金利、貸出金残高は

銀行勘定の円貸出のうち、金融機関向け貸出を除いたもの。

（資料出所）
個人消費 経済産業省、東北運輸局、総務省、日本銀行仙台支店
公共投資 東日本建設業保証（株）
住宅投資 国土交通省
輸出 財務省
生産 東北経済産業局
雇用・家計所得 厚生労働省、総務省、東北6県、日本銀行仙台支店
設備投資 日本銀行仙台支店
企業倒産 （株）東京商工リサーチ
預金・貸出金 日本銀行、日本銀行仙台支店
金利 日本銀行、日本銀行仙台支店、全国信用金庫協会
銀行券受払高 日本銀行仙台支店
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